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る現象なのである。なぜなら，今から急に少子化対
策に本腰を入れ，出生率を引き上げることができた
としても，それが人口の年齢構成に影響するまでに
は，かなりの年数を必要とするからである。

一方，科学技術の世界では，IoTだ，AIだ，ロボッ
トだ，ビッグデータだ，あるいはIndustrie 4.0だ，
Society 5.0だと，様々な耳慣れない言葉が流布して
いる。総合科学技術・イノベーション会議（内閣総
理大臣を議長に関係大臣や民間の有識者議員で構成
される日本の科学技術政策の司令塔）は，Society 5.0
を「サイバー空間（仮想空間）とフィジカル空間（現
実空間）を高度に融合させたシステムにより，経済
発展と社会的課題の解決を両立する，人間中心の社
会」と定義し，狩猟社会，農耕社会，工業社会，情
報社会に続く，第5世代の社会を指す概念で，「我が
国が目指すべき未来社会の姿」としている。

AIやロボットが高度に発展し自動運転技術が普
及すれば，タクシーや長距離トラックのドライバー
は不要となる。工場や建設現場のマシンオペレー
ターなど，これまで熟練技術が必要とされていたも
のづくり現場の仕事も，AIやロボットに代替され
て行くであろう。オフィスでの一般事務，銀行やホ
テルの窓口や受付，ファーストフードやスーパー
マーケットの販売など，単純なサービス業務もAI
やロボットで代替されてしまう。果ては，人間の知
性が必要とされていた銀行の融資業務，保険やクレ
ジットカードの審査業務，会計士や税理士など，よ
り専門的で複雑な業務でも，人間のあやふやな判断
より，ビッグデータに基づいてAIに判断させた方
が正確で早いとして，機械に代替される可能性があ
る。一定のルールの下で豊富な知識やデータ，経験

1．君たちの生きる時代

現在，職業能力開発総合大学校で学ぶ君たちは，
どんな時代，どんな社会を生きるのであろう。

政府は，内閣に人生100年時代構想会議を設置し，
「一億総活躍社会実現，その本丸は人づくり。子供
たちの誰もが経済事情にかかわらず夢に向かって頑
張ることができる社会。いくつになっても学び直し
ができ，新しいことにチャレンジできる社会。人生
100年時代を見据えた経済社会の在り方を構想して
いきます。」と謳っている。謳い文句は素晴らしいが，
本当に実現するのだろうか。

2017年に国立社会保障・人口問題研究所は，平成
27年国勢調査を基に，日本の将来推計人口を発表し
た（1）。出生率と死亡率のどちらも中位と仮定した場
合，2060年には日本全体の人口が約9,300万人にな
るという。2018年現在の推定人口が12,600万人だか
ら，現在の人口の3/4に減少してしまうことになる。
ちなみに2100年には約6,000万人と，現在のほぼ半
分になるとの恐ろしい予想である。まさに「人口減
少社会」の到来である。

総人口以上に，より深刻なのはその年齢構成であ
る。同推計によれば，2060年時点の人口9,300万人
に対して，75歳以上の高齢者は約25％，65歳以上だ
と約40％，60歳以上だと約45％になるという。他方，
0～14歳の年少人口は約10％と予想しており，結果
として15～64歳の生産年齢人口が約50％となる。す
なわち，社会を牽引し経済的価値を生み出す中核世
代の一人が，他の一人（高齢者か年少者）を扶養し
なければならない。これは待ったなしで確実に起こ
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受けたものである。このプロジェクトに設立構想を
練るところから参加した（2）（3）。社会人が大学院で学
び直すというのは今でこそ日本社会で当たり前の現
象であるが，1987年当時は，大学院は学部を卒業し
た若い学生を大学教員か公的研究機関の研究者に育
てることが任務だった。企業からの派遣で昼間の勤
務を免除してもらい，2年間フルタイムで通常の学
生として大学院に通う社会人もわずかに居たが，例
外である。多忙な現役の社会人がわざわざ身銭を切
り自分の時間を削ってまで，勤務後に大学院に通い，
学び直すような風潮はまったくなかった。筑波大学
の夜間大学院は日本で初めての試みであり，本当に
現役の社会人が夜間大学院に応募してくるかどうか
も分からない，応募者がゼロかも知れない，極めて
危険な賭けのようなプロジェクトであった。

そのようなリスクの多いプロジェクトであった
からこそ，むしろどうしたら現役で多忙な社会人が
大学院で学び直そうと考えるだろうかと，設立構想
の段階から，大学や教員側の都合ではなく，むしろ
学ぶ学生の立場から，望ましい大学院の仕組みや教
育内容，教育方法はどんなものか考えながら創り上
げる作業であった。結果として，いざ蓋を開けてみ
たら，私が直接関わった経営システム科学専攻（今
で言うMOT（技術経営）の走りのような専攻）は，
なんと入試倍率15倍と，大勢の社会人が入学試験に
殺到した。当時の大学院の入試倍率は高くても2～
3倍であったので，異常に高い値である。多くの社
会人が，高校，大学，大学校，専門学校等で学んだ
知識だけでは，常に変化するビジネス社会の中では
役立たず，日々，その時代に必要とされる新しいこ
とを学び直すチャンスを切望していたということで
ある。志望者の半数は文系で企画・経営畑など，残
り半数は理系の技術者である。文系の人間は技術オ
ンチのままだと将来のビジネス展開が困難になるの
で最新技術や技術者のものの考え方を学びたいと考
え，理系の人間は技術だけではビジネス社会で生き
ていけない，組織や人，会計・財務のことも理解で
きるようになりたいと考えて，応募してきている。

このように筑波大学の夜間大学院には，大学卒業

を基に行う定型業務は，遅かれ早かれAIやロボッ
トに代替され，そのような業務を担っている労働者
は失業の憂き目に遭うことになる。匠の技と呼ばれ
る超高度な技能や今日のハイテク技術と云えども，
安閑とはしていられない。

今，君たちが学んでいる技能や技術は，そのよ
うな時代でも必要とされるものであろうか。今，君
たちが夢見ている将来成りたい職業は，2060年にも
必要とされているだろうか。医療技術や生活の質の
改善により，人々の寿命は延び，間違いなく「人生
100年時代」を生き抜く君たちは，2060年にはまだ
現役バリバリの世代なのだ。

２．生涯学習の社会

いきなり悲観的な話ばかりを書き連ねたが，70年
近く生きてきた者として，若い君たちに知っておい
て欲しいことは，今現在，高い評判を得ている製品
やサービス，有名ブランド企業，見たり想像したり
できる事象も，社会や技術の急速な変化の中でいず
れ陳腐化し，相対的に価値のないものに転化してし
まうということである。私が学生時代を過ごした約
50年前は，総合電機メーカや原子力産業，IBM360
に代表される大型汎用コンピュータを生産する情
報機器産業が花盛りであった。しかし今日ではそ
のような「モノ」の生産にだけ拘る企業は衰退し，
IBMといえどもソフトウェア産業に転換してしまっ
た。当時は，今日世間を風靡しているAmazonや
Google，Facebook，Uberはもちろん，Microsoftや
Appleさえも，まだ生まれてもいない。時代が50年
も進むと，世の中が一変してしまっているのだ。

私事で恐縮だが，1987年当時，私は現在の職業能
力開発総合大学校の圓川隆夫校長の同僚として東京
工業大学経営工学科に勤務していたが，偶然の事情
で，筑波大学に異動することになった。筑波大学が，
昼間に企業等で働く社会人を対象に，働きながら夜
間や週末に大学院レベルの学び直し教育を授ける場
として，都内に新しく夜間大学院を設立するので，
その設立プロジェクトに協力して欲しいとの要請を
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学や大学校で習得した知識や技能は，習得した傍か
ら陳腐化が始まっているということである。それを
防ぎ，常に第一線で活躍したいなら，日々，学び直
しが必要なのである。重要なのは，学び習得した知
識や技能・技術それ自身にあるのではなく，むしろ
それらの学び習得の過程で自分自身が身に付けた

「学び続ける意欲」や「知識・技能・技術の学び方
の獲得」ということである。可能ならば，第三者が
確立した知識・技能・技術を知る，学ぶという受動
的な態度だけに止まらず，さらに一歩進めて，新し
い知識や技能・技術を自ら紡ぎ出す能力を体得する
ことも同時に心掛けて欲しい。

人生100年時代を生きる君たちは，まだ80年近い
時間を生きることになるのだ。

＜参考文献＞
（1） 国立社会保障・人口問題研究所，日本の将来推計人口（平成

29年推計）報告書，人口問題研究資料第336号，2017年
（2） 鈴木久敏，「社会人大学院で学ぶ 筑波大学大学院の社会人受

入れ」，教育と情報 409，1992年，pp.14-19
（3） 鈴木久敏，「10年の歩み：設立に至るまでの経過（設立前

史）」，筑波大学夜間大学院創立10周年記念誌「新世紀を拓く」，
1999年，pp.3-17

直後の若者から，企業等で管理職として活躍する中
堅は元より，定年後の第2の人生を見据えた方，働
く中で少しずつ獲得してきた知識や経験を学術面か
ら再整理し知的資産として後世に伝えたいと考える
方など，年齢的にも志望動機の上でも，実に多様な
方が学生として集まって来た。私たちの試みが成功
したのを見て，その後，国公私立の多くの大学が筑
波大学のやり方を真似て，社会人に大学院の門戸を
開いたのである。現時点で，俗にビジネススクー
ルと総称されるMBA（Master of Administration）
やMOT（Management of Technology）相当の学
位を与える経営系専門職大学院（ビジネス分野，
MOT分野）は，文部科学省調査によれば全国に32
大学院ほどあるが，その在学生の実に90％が社会人
である。筑波大学における私たちの試みが，日本の
生涯学習社会の扉を開いたと言える。

3．おわりに

何を伝えたかったかというと，大学や職業能力開
発総合大学校を卒業し企業等に就職すれば，それで
安泰ということは決してないということである。大

すずき　ひさとし
略歴
工学博士（東京工業大学），日本OR学会フェロー，前横幹連合会長
1976年 東京工業大学工学部助手
1988年 筑波大学助教授
1993年 筑波大学教授
2001年 筑波大学大学院ビジネス科学研究科長
2009年 筑波大学副学長
2013年 筑波大学名誉教授
2013年 （独）科学技術振興機構研究開発戦略センター特任フェロー
2015年 4月より大学共同利用機関法人情報・システム研究機構監事
専門：数理計画法，経営科学
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２．ポリテク関西におけるこれまでの取組み

2.1　ポリテク関西において実施する就職支援
全国61箇所のポリテクでは，地域の人材ニーズに

基づき，ものづくり分野の標準6ヶ月の職業訓練を
実施しており，訓練を通じて受講者へ職業能力の習
得を促すと同時に，就職支援の取組みとして求人情
報の提供，応募書類の作成支援，個別相談，面接指
導を実施している。その実績を全国的に見ると，平
成28年度の就職率は88.4％を達成している。

ポリテク関西では，機械系と電気・電子系分野に
おける11種類の訓練コースを開講しており，近年の
就職率は全科平均で90％程度を推移している。

ポリテク関西においては毎月2コースから3コース
の訓練コースを開講しており，入所者数は毎年，年
間600名程度である。年間の入所者数の総計から見
ると，ここ数年，女性は全受講者数の1割程度で推
移しているが，コース別に見ると，入所月によって
はCADを扱うコースやプログラミングを扱うコー
スにおいて女性が定員の2～3割程度を占める等，
コースによっては女性の割合が増えてきている。

ポリテク関西の就職支援は，各科の訓練カリキュ
ラムに含まれるものとそうでないものに大別され
る。カリキュラム内の就職支援として，ほとんどの
コースにおいて，就職活動に必要なコミュニケー
ション能力やビジネスマナー等の習得に関する項目
や，訓練科に関連する職種への理解を促す基礎知識
の項目をカリキュラムに取り入れており，さらに一
部のコースにおいては就職支援の項目をより強化し

1．はじめに

わが国の労働政策では女性活躍の推進が重点事項
の1つに位置づけられ，現在，その実現のための施
策が推進されている。厚生労働省が平成28年に策定
した第10次職業能力開発基本計画［1］にも，女性を含
め希望する者の継続的就業を可能とするため，職業
能力開発機会を提供する必要性が示されている。

このような情勢の中，離職者へ職業能力開発機会
を提供する一主体であるポリテクセンター（以下，

「ポリテク」という。）では女性活躍促進に向けた取
組みとして，女性向けコース，託児サービス，女性
向け施設見学会等を実施しており，女性へ職業能力
開発機会を提供するための素地は整備されつつある。

しかし，既存の取組みは入所前の受講者募集に重
点が置かれ，入所後，女性のみを対象とした就職支
援が行なわれることは稀である。希望者の継続的就
業という政策の実効性を高める意味で，安定した雇
用の場と言われるものづくり分野の訓練を実施する
ポリテクの重要性は増している。政策の実効性を高
めるためには，ポリテクでは単なる女性入所者数の
増加のみならず，就職者数を増加する必要があり，
地域の女性従業員・女性技能者へのニーズや女性固
有の特性を捉えた支援が求められると考えられる。

そこで，本稿では，事業所の女性従業員への人材
ニーズを調査し，入所後の女性受講者を対象とした
就職支援を継続的に実施するポリテク関西の取組み
を例に，ポリテク入所後の女性受講者を対象とした
就職支援の取組みの意義と課題を考察する。

職業能力開発総合大学校　二又　風香

ポリテクセンターにおける女性受講者を
対象とした就職支援の意義と課題
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や採用を増やしたい部門は「研究・開発・設計」
（37.3%），「生産」（34.3%），「情報処理」（34.2%）で
あった［3］。

この結果から，大阪府内の事業所では，ポリテク
関西で実施する訓練内容と関連の深い部門で女性従
業員が活躍しており，今後も配置や採用により増員
が計画されていること，また，男性とは異なる職業
能力が求められていることが確認できた。

2.3　女性受講者を対象とした就職支援の取組み
の沿革

2.3.1　平成26年度「女子会」の開催
女性受講者を対象者とした就職支援として，ポ

リテク関西においては，全受講者を対象とした就職
支援の取組みに加え，女性受講者向けのセミナーを
実施している。また，開催当初の時期から平成28年
度に至るまで，次回のセミナーの企画立案に活用す
るため，参加者を対象としてアンケートを実施して
いる。その項目は，①セミナーへ参加した感想・意
見，②今後のセミナーへ期待すること，の2項目で
ある。

これまでの取組みを振り返り，女性受講者を対象
とした就職支援のあり方を検討するため，セミナー
の実施状況とアンケート結果を概観する。

女性受講者を対象者としたセミナーは，平成26年
度に初めて，受講者係の事務職員が指導課長，女性
の指導員，就職支援アドバイザーの助言と承認を得
た上で企画・開催した。

実施の目的は，受講する訓練コースを超えた女
性受講者同士の交流の場の確保であり，企画の内容
は，受講者がいくつかのグループに分かれ，テーマ
を指定しない自由な会話による情報交換を行うもの
であった。

実施にあたり，参加者の積極的な対話を促進す
る目的で，ポリテク関西の女性職員（指導員，就職
支援アドバイザー，事務職員）を各グループに配置
し，会話が行き詰ったときに，ファシリテーターと
して話題の提供や助言を行うようにした。

参加者の募集に当たっては，セミナー名，開催時
間，開催場所を記載した開催案内チラシを作成し，

ている。
例えば，「社会人基礎講習」としてマナー講習や

パソコンの操作方法，訓練内容に関連する基礎知識
の習得を促す講習等を盛り込んだコースや，「企業
実習」として事業所の協力を得て約1か月間の職場
体験を実施し，その後施設内でフォローアップを実
施する若年者を対象としたコースがある。

カリキュラム以外の部分においては，入所直後か
ら修了まで，施設内で段階的に就職支援を実施して
いる。その内容としては，①指導員や就職支援アド
バイザーによる個別の就職相談，②就職活動の進め
方や応募書類の作成，模擬面接等の情報提供を行う

「就職活動パワーアップセミナー」，③受講者を対象
とした求人情報の提供，④受講者の就職希望情報の
事業所への提供による就職斡旋，⑤事業所の求人担
当者を招いて施設内で実施する「求人企業説明会」
がある。

2.2　大阪府内の事業所における女性従業員・ 
技能者へのニーズ

ポリテク関西における受講者は，性別にかかわり
なく，大阪府内の企業へ就職を希望する者が大多数
を占めている。ポリテク関西においては，平成26年
3月に，大阪府内におけるものづくり分野の事業所
1,730社を対象として，女性の就業促進に向けたニー
ズ調査を実施した。

調査はアンケートにより実施し，主な調査項目
は，「①女性が活躍している部門」，「②女性従業員
等に求める具体的なスキル」，「③生産現場への女性
の配置状況と今後の増員計画」の3点であった。

調査の結果，女性が活躍している部門は，「人
事・総務・経理」（240社，96.4%），「生産」（114社，
69.5%），「情報処理」（99社，66.4%）であり，女性
従業員等に求める具体的なスキルは多いものから順
に，「スピード・正確さ・反復定型業務の根気強さ・
丁寧さ・器用さ」，「男性と異なる目線や感性の柔軟
な発想力・想像力」であることが分かった［2］。

また，今後の女性の配置及び採用については，
53.7%の企業が，女性の採用を「進めている」「今
後進めたいと考えている」と回答しており，配置
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2.3.3　平成27年度第2回「女子会」の開催
平成27年度における第2回のセミナーも「女子会」

と題したが，「女性の就職活動に特化した情報提供」
を求める受講者の要望を受けて，過去に実施した企
画の内容を見直すこととした。

企画の目的は，ものづくりの現場で働く女性に関
する一つのロールモデルを提示することにより，仕
事に対する理解を深めるとともに，自身のキャリア
を振り返り，今後の職業ルートの選択の助けとする
きっかけの提供を意図するものとした。

そのため，企画内容は「女性のための生き方・働
き方セミナー」と題し，ポリテク関西修了生を採用
した実績のある，摂津市内の鉄工所の女性社長をゲ
ストスピーカーに招いた就職講話とした。

講話のテーマは，①講師のこれまでの経歴，②現
場での苦労ややりがい，③これからものづくりの現
場で働く人材に求めることの3点に設定し，実際に
ものづくりの現場で働く社長の声を通して参加者が
キャリア形成のイメージをより明確に持てるよう工
夫した。また，受講者のグループ討議は実施せず，
講話を聞いた後，希望者のみ質問を受け付ける形と
した。参加者の募集に当たってはこれまで同様に，
開催案内チラシを用いた周知を図った。

講話では，①これまでの経歴において，事務職か
ら鉄工所の社長となった経緯，町工場においても納
期・アフターフォローという考え方を重視する等，
女性の視点を活用したきめ細かなサービスを提供で
きるような仕組みづくりをしたこと，②社長就任時
は一時的に従業員の反発を受けたが， 多くの顧客の
理解と協力を実感したエピソード，③実際にポリテ
ク関西の修了生を採用したことを契機に，女性の強
みである「細やかさ」を機械加工分野で活用できる
可能性を見出したこと等が示された。

当日は在所中の女性受講者8名が参加し，何名か
の参加者から講師への質問もあった。アンケート結
果では，「とても現場の改善活動の大変さ，難しさ，
やりがいの分かる内容でした」「男性ばかりの職場
ではできなかったこと，気づけなかったことが少し
ずつでもできるようになり，会社がいい方向へ向
かっていることが分かり，これからもどんどん女性

女性が在籍するコースの担当指導員を通じて対象者
に配付した。併せて受講者が頻繁に利用する教室内
や，施設内の就職相談ブースに掲示し，対象者への
周知を図った。

当日は女性受講者9名が参加し，3グループ（各
グループ2名または3名，加えて職員各2名）に分か
れて討議を実施した。グループ内では主に「訓練で
学んでいること」「就職活動」等に関する情報交換
が行われた。アンケート結果では，「受講中のカリ
キュラムや就職活動の情報共有ができた」「悩み相
談ができ有意義であった」との回答が見られた。

2.3.2　平成27年度第1回「女子会」の開催
平成27年度においては，女性受講者を対象とした

セミナーを2回開催した。第1回目のセミナーは「女
子会」と題して，実施の目的や企画内容は平成26年
度をほぼ踏襲したが，平成26年度に実施した内容を
更に進めて，単に参加者の自主性を尊重した自由な
会話を促すだけでなく「受講動機」「未来の自分」
など，就職に必要な自己分析にも活用が可能なテー
マを受講者に提示し，個々の参加者が過去の職歴を
振り返りながら自らのキャリアに関する考えを深
め，セミナーを通じて今後の展望を見出すことを意
図した。

また，平成26年度と同様に，ポリテク関西の女性
職員（指導員，就職支援アドバイザー，事務職員）
を各グループに配置し，会話が行き詰ったときに，
適宜，話題の提供と助言を行うようにした。参加者
の募集に当たってはこれまで同様に，開催案内チラ
シを用いた周知を図った。

当日は在所中の女性受講者10名が参加し，3グ
ループ（各グループ2名または3名，加えて職員各2
名）に分かれた討議を実施し，グループ内ではテー
マに沿った情報交換が行われた。

アンケート結果では，おおむね「他の訓練科の
受講者や指導員と話ができて良かった」「女性同士
話ができればいろいろなことが広がっていきそう」

「女性の就職活動に特化した情報提供が欲しい」と
の回答が見られた。
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3.2　平成28年度「女性訓練生応援セミナー」
平成27年度までの課題を克服するため，平成28年

度においては，訓練生相互の意見交換の場と，就職
講話の双方を取り入れ，「女性訓練生応援セミナー」
と題するセミナーを開催した。

企画内容を「ものづくり企業における女性の活
躍」に設定し，構成は，①ものづくり企業における
女性の活躍をテーマとする就職講話，②就職講話を
受けた受講者同士のグループ討議の二部構成とし
た。

就職講話の実施に当たっては，すべての参加者
に女性の就職に関する十分な情報提供が可能となる
よう，雇用情勢やものづくり企業での女性活躍の現
況，事業所が女性に期待することについて，あらか
じめ説明することとした。

また，グループ討議の実施に当たっては，「もの
づくり企業における女性の採用を進める予定はない
という企業が，女性を採用しない理由，加えて，企
業において女性の活躍を妨げる要因として考えられ
ること」というテーマを指定すると共に，討議にお
ける意思決定のルールを設け，討議中の論点からの
逸脱を少なくするよう工夫した。

参加者の募集に当たっては，企画の意図がより明
確に伝わるよう，開催案内チラシに，技術職として
ものづくり企業への就職を目指す女性受講者を対象
に，ものづくり企業の人材ニーズを理解し，自らの
強みを再認識した上で，自信を持って就職活動に臨
めるよう後押しする旨をセンターとして初めて明示
し，女性が在籍するコースの担当指導員を通じて配
付し参加を促した。

当日は，まず，就職講話を実施し，現在の雇用
情勢とものづくり企業での女性活躍の現況を説明し
た。有効求人倍率の推移から，オイルショックやバ
ブル崩壊，リーマンショックを経て今は就職活動す
る者にとっては好機であること，併せて女性活躍推
進法の施行等，国も女性の活躍を後押しするよう努
めており，女性活躍への機運が高まっている状況に
ある旨を説明した。

次に，男女雇用機会均等法が施行した昭和60年と
女性活躍推進法が施行した平成27年に着目し，国の

が社会へ進出していければいいと思った」等の回答
が見られた。

3．「女性訓練生応援セミナー」の開催

3.1　「女子会」の意義と課題
ここまでの取組みを総括すると，まず，平成26

年度と平成27年度第1回に開催したセミナーでは，
コース横断的な女性受講者同士の双方向のコミュニ
ケーションの機会を確保することにより，潜在的に
他の女性との交流や情報交換の場を求めていた受講
者のニーズを満たすことができた。

しかし，特定のテーマを指定した場合であって
も，参加者同士が自由な会話をする状況に置かれる
ため，主催者側が就職活動について考えるきっかけ
の提供を意図して，会話の過程で就職活動に関する
論点を提示しても，参加者同士が論点から逸脱して
関連性のない雑談を始める場面がしばしば見受けら
れた。

また，参加者のグループごとの会話が主となるた
め，グループ内に入った，ファシリテーターを担当
する職員個々の職種や就職支援に関する専門知識の
有無，職務経験，コミュニケーションスキルの差か
ら，参加者の対話を促すことを意図した話題提供や
助言の方法が効果的ではない場合があり，参加者全
員が女性の就職に関する十分な情報提供を受け，気
づきを得ることが困難な状況も見受けられた。

平成27年度第2回に実施したセミナーにおいて
は，女性である講演者自身の経験に基づくロールモ
デルの提供により，ものづくりの現場における女性
特有の視点を生かした改善活動の有効性を示すこと
ができ，参加者へものづくり業界への就職に関する
気づきを提供することができた。

しかし，講話においては講師から参加者への一方
向的な情報伝達が主であるため，受講者同士の会話
を通じた交流の場の確保が困難となり，訓練コース
を超えた情報交換を望む受講者のニーズを満たすこ
とは難しくなるという課題があった。
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する」「粘り強く長時間同じ作業に取り組む力」「作
業が早く，ミスが少ない」「女性ならではの視点に
よる職場の改善」「女性の存在による職場の活性化」

「資格取得に積極的」等であることを示した。
また，企業が女性技能者の採用を進める理由につ

いては「男女を問わず優秀な人材を確保できる」が
最も多く，次いで「職場を活性化する」が多いこ
と，その根拠は「女性が入ったことで現場の雰囲気
が見違えるように明るくなった」「男性は，上司よ
り同年代の女性に注意されたときのほうが， 素直に
言うことを聞く」というものであった旨を示した。

さらに，一部の企業からは「パートタイマーの
女性採用による人的コスト削減」，「企業イメージ向
上による優秀な人材確保」，「社会貢献や地域貢献」，

「法律での規定」という回答もあった旨も併せて提
示し，すべての企業が女性の活躍を前向きに捉えて
いるものではない点を指摘した。

講話の後，参加者の女性受講者8名が2グループ
（各グループ4名，受講者のみ）に分かれた討議を実
施し，その成果を発表した。

なお，グループ討議の前に，あらかじめ意思決定
の一方式である「コンセンサス」方式を紹介し，グ
ループとしての意思決定にあたっては，このルール
に従って進めるよう呼びかけた（図4）。

その後，グループごとに「ものづくり企業におけ
る女性の採用を進める予定がない企業が，女性を採
用しない理由，加えて，企業において女性の活躍を
妨げる要因として考えられること」というテーマで

政策的な面でも女性活躍を後押しする傾向が見られ
る点を提示した。その根拠として，この30年間に育
児休業法（後の育児・介護休業法），パートタイム
労働法，次世代育成支援対策推進法が制定されてい
ること，人口動態の観点から女性の年齢階級別労働
力率を比較すると，平成27年においては25～34歳の
年齢層が，昭和60年に比べ20～30%増加しており，
第1児出産を機に離職する女性の割合が，昭和60年
と比較し低くなっている点を示した（図1）［4］。

また，女性の就業分野が，昭和60年から平成27年
までの間で変化していることを示した（図2）。具体
的には，昭和60年は，1位がサービス業（464万人），
2位が製造業（435万人）であったが，平成27年は1
位が医療・福祉（578万人）となっている点を指摘
した［5］。

さらに，ポリテク関西が実施した女性技能者の活
用実態調査結果から，大阪府下のものづくり分野事
業所を対象とした調査結果を紹介し，女性が活躍す
る具体的な仕事の内容についても併せて示した（図
3）。

加えて，ものづくり企業における女性技能者の活
用実態調査結果［6］に基づき，企業が女性従業員に期
待することは「細かいところまで行き届いた仕事を

図1　女性の年齢階級別労働力率
（厚生労働省「平成27年版 働く女性の実情」より作成）

図2　産業別女性雇用者数
（厚生労働省「平成27年版 働く女性の実情」より作成）

図3　女性の活躍状況と具体的な仕事の内容
（「女性の就業促進に向けたニーズ調査について」『技能
と技術』より作成）
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続いて，各グループの意見を総括し，グループ
A・Bとも共通して，「企業が女性の受け入れ体制を
整えていない」ことを示していたこと，また，グ
ループAはその要因を主に企業側の立場に絞って指
摘していたが，グループBでは女性側の立場におい
ても検討した上，「家族の反対」という内容も挙げ
ていたことを指摘した。

この討議結果に加えて，企業側から見た女性の活
躍を妨げる要因に関する調査結果を提示し，企業が
女性の活躍を妨げる要因として，多いものから順に

「女性技能者に向いている仕事が少ない」「家事や育
児の負担を考慮する必要がある」「活躍を望む女性
が少ない」「女性技能者の確保が難しい」「残業・出
張・転勤をさせにくい」「結婚や出産で退職する女
性が多い」という内容が挙げられている点を紹介し
た。

最後に，女性の活躍を進めるための対策として，
企業においては，一般に，①女性が働きやすい職場
環境の整備，②仕事と家庭の両立支援，③女性管理
職の登用が必要であると考えられること，現在の女
性活躍推進という社会情勢を認識した上で，今後の
就職活動や職業人生を考えて行動していくように呼
びかけ，セミナーは終了した。

参加者アンケートの結果においては，「グループ
ワークでは，他科の女性から業界情報を聞くことが
でき有意義な時間を過ごせた」「グループワークで
女性の活躍を妨げる要因の出し合いができ，共感で
きる部分があった」「男性の中で1人混じって訓練を
受講する女性の話が聞けて，有難かった」等の回答
が見られた。

このように，現在の雇用情勢とものづくり企業で
の女性活躍の現況，女性の就業・就職に関する情報
提供と，参加者同士のグループ討議の場を設けた結
果，参加者が自らの置かれている雇用情勢に関する
理解を深め，同時に，他コースの女性受講者と共通
のテーマを議論することで，自らを取り巻く現況に
ついて考える機会を提供できたと思われる。

討議を進めるよう促し，その結果，以下のとおり意
見が出された。

《グループA》
・企業では，女性に「お茶くみ」等，単調な仕事を

任せることが多くあり，女性がやるだけで，その
仕事まで軽く見られることが多かった。

・企業が女性には単純な仕事をさせておけば良いと
判断し，重要な仕事を任せないようにしている。

・企業から力仕事に対応できないと判断される。
・女性が活躍できる環境が整っていない。
・わが国の慣習上，育児や介護を女性が担ったこと

から，勤務に時間的制約があり，長期的な仕事や
大きな仕事を任せられないと判断される。

《グループB》
・ポリテクでは男性の中に1人だけ混ざっている女

性もいるが，多くの企業では女性用更衣室がない
等，女性の受け入れ体制を整えていない。

・職場に女性が複数名いるだけで，しまりが無く，
だらけた雰囲気が出る。

・幼稚園を訪問し，電気を修理する等のケースで
は，女性が訪問した方が喜ばれるのではないか。

・結婚や出産において女性に負担がかかるので，た
とえやりたい仕事があったとしても女性側はあき
らめざるを得ず，結果として，正社員を希望して
いたとしてもパートタイマーとなるケースがあ
る。

・家族から機械を使う仕事の危険性を指摘され，も
のづくりの職に就くことに反対される。

図4　「コンセンサス」方式の内容
（ポリテク関西就職支援アドバイザー作成）
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を増やすことが必要であり，主催者側からの参加す
るメリットの効果的な提示が求められる。しかし，
セミナーへの参加が就職活動へ与える影響やメリッ
トが十分に検証されていなければ，その提示は困難
である。

セミナー形式でより多くの女性受講者に支援を
行うためには，セミナー受講前後の女性受講者の就
職活動の進め方や，自己アピール方法の変化を追跡
する等，セミナー受講後の効果を検証しながらその
実施手法を確立し，既存の個別相談や「就職活動パ
ワーアップセミナー」等の取組みと連動する形で広
く女性受講者へ情報提供しながら，参加によるメ
リットを提示し，積極的な参加を促すことも必要で
あると考えられる。

今後も，現在のような状況が続く場合，ポリテク
における女性受講者及び企業のニーズを考慮した就
職支援の取組みを継続的に実施することは，長期的
に見れば，支援の事例を蓄積することにつながり，
受講者特性に応じた就職支援ノウハウの作成にも寄
与するものであると考える。

＜参考文献＞
［1］  厚生労働省「第10次職業能力開発基本計画 ―生産性向上に向

けた人材育成戦略」
  （http://www.mhlw.go.jp/file/04-Houdouhappyou-11801000-

Shokugyounouryokukaihatsukyoku-Soumuka/0000122975.pdf）
［2］［3］湯浅幸敏・黒田征也：「女性の就業促進に向けたニーズ調

査について」『技能と技術』（平成26年4月）
［4］［5］厚生労働省「平成27年版　働く女性の実情」
  （http://www.mhlw.go.jp/bunya/koyoukintou/josei-jitsujo/15.html） 

［6］ 「ものづくり企業における女性技能者の活用実態」『Business 
Labor Trend』（2013.11）

4．今後の課題

女性受講者を対象に実施してきたこれまでの就職
支援セミナーを振り返ると，参加者へのアンケート
においては好意的な感想も見られ，ある程度は受講
者に自らの就職活動について考える機会を提供する
ことができたと思われるが，一方で，引き続き検討
し，解決への道筋を見出していく必要がある課題も
残されている。

まず，潜在的ニーズを含め，多様な女性受講者側
のニーズの存在を前提に，その時々に応じて必要な
就職支援の内容を考える必要がある。

ポリテク関西においては，毎月受講者が入所する
ため，入所・修了時期が異なり，また，女性受講者
の枠内においても様々な就職希望を持った，年齢や
前職が異なる受講者が混在するため，時期に応じて
多様な受講者ニーズがあると考えられる。就職先希
望も異なる中で，各受講者が共通的に情報提供を望
んでいるテーマをくみ取る必要がある。

企画段階で潜在的なニーズの把握を行わずに進め
ると，受講者ニーズとかい離したセミナーを実施し
てしまう恐れがある。そのため，女性のみを対象と
した就職支援セミナーの取組み以前から実施してい
た，受講期間中の個別相談や「就職活動パワーアッ
プセミナー」の際に，女性受講者から多く寄せられ
る質問を都度集約する等，ニーズを的確に把握した
上でセミナーのテーマを設定する必要がある。

併せて，センターに通所する多くの女性受講者が
住所地近隣の事業所への就職を希望するため，その
ような企業の女性に対する人材ニーズの調査や，女
性の修了生の就職後の様子の調査により，事業所に
求められている人材や，活躍している就職先分野，
就職後のキャリアパス等の現況を明らかにし，これ
らを女性受講者に紹介することで，就職活動や自ら
のキャリアプランの作成へ役立てるよう促すことも
有用であると考える。 

また，これまではセミナー形式で年に2回程度実
施し，参加者が毎回10名程度と横ばいである。より
多くの女性受講者を対象に支援を行うには，参加者
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もあると思料する。
そこで，指導員とアドバイザー等との連携，他機

関との連携及びクラスの雰囲気づくりについて，平
成27年度職業能力開発論文コンクールにて発表した
内容の一部も含め，これまでに取り組んだことをま
とめたい。特別な取組という訳ではないので，ここ
に披露することにいささか抵抗はあるが，一例とし
て参考にしていただけたら幸いである。

２．連携と雰囲気づくり

2.1　関西職業能力開発促進センター電気設備科
の取組

関西職業能力開発促進センターは，平成23年10
月にアドバイザーが4名から2名となった。従前は各
科に担当アドバイザーを配置し，ジョブ・カードの
相談・交付等を行っていたが，この体制を改め，指
導員がジョブ・カードの相談・交付も行い，アドバ
イザーは希望する受講者を対象に個別あるいは集団
キャリアコンサルティングを実施する体制に切り替
えた。就職支援係長は，個別あるいは集団キャリア
コンサルティングの実施に加え，指導員とアドバイ
ザーとの橋渡し役を務めた。アドバイザーとの相談
が必要と思われる受講者について，指導員から報告
や相談を受け，アドバイザーとの相談を調整した
り，アドバイザーから受講者に関して報告や相談を
受けると，指導員に伝え，就職に向けた受講者の課
題解決に協力した。そうした体制の中で，電気設備
科については，より強力な連携体制を構築した。

電気設備科の就職率が，平成23年9月期生66.7％，

1．はじめに

ポリテクセンターにおける就職支援については，
平成24年3月28日付事務連絡「離職者訓練（施設内
訓練）及び学卒者訓練に係るキャリア・コンサル
ティングによるジョブ・カード交付の実施方法等に
ついて（以下，「平成24年事務連絡」という。）」に，
職業訓練指導員（以下，「指導員」という。）及び就
職支援アドバイザー（以下，「アドバイザー」とい
う。）等の関係職員の役割が明示されている。また，
取組については，「就職支援担当者のための就職支
援マップ（平成29年3月（改訂版））（以下，「就職支
援マップ」という。）」に，就職支援の流れや事例が
記されている。さらに，今般，平成30年4月26日付
30高障求求発第6号「離職者訓練における就職支援
の取組について」（以下，「平成30年通達」という。）
が発出され，実施体制や具体的取組等が整理され
た。

平成24年事務連絡をはじめ，就職支援に係る指
示文書には，「情報を共有」「連携」という文字が散
見されるし，就職支援マップには，「動機づけ」「ク
ラスの雰囲気づくり」「気づきの促進」「就職意識の
高揚」「就職活動を活発化させる雰囲気を醸成」「再
就職に向けた喚起」「気軽に来所できる雰囲気づく
り」という文言が，それぞれの実施時期に記載され
ている。しかし，その多くが抽象的な表現に留まっ
ており，これらの具体的な手法は，各施設に委ねら
れ，それぞれが創意工夫し取り組んでいるところで
ある。裏を返せば，各施設が苦労しているところで

岡山職業能力開発促進センター　西尾　久子
旭　　光成

ポリテクセンターにおける就職支援の実際
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半の3ヶ月間に就職活動の準備を完結。
③担任とアドバイザー等による就職支援セミナーの

実施
訓練時間外に，科独自の就職支援セミナーを実施
し，アドバイザー等が講師を，担任はセミナーの
最後に総括を担当。

これらのことにより，いつ何をすべきかを入所時
に三者が共通して認識することができ，指導員とア
ドバイザー等が連携してサポートする体制を実際に
受講者の目の前で見せたため，受講者は，TPOに
応じて指導員またはアドバイザー等に相談しやすく
なった。一方，アドバイザー等からも，受講者に気
軽に声を掛けたり，些細なことでも指導員に報告す
ることができた。三者の距離間が縮まったため，受
講者の日々の小さな変化も見逃さず，指導員とアド
バイザー等が受講者ひとりひとりの状況を常に共有
することができた。その結果，ひとりひとりの問題
や課題に対し，適切なタイミングで適切な支援がで
きたのではないかと考える。

2.2　岡山職業能力開発促進センターの取組
岡山職業能力開発促進センターでは，基本的には

就職支援マップに記載されている流れに沿って，就
職活動のスケジュールを組んでいる。平成26年度に
着任した当初，定員充足率向上のため，アドバイ
ザーが3名配置されていた。各科の受講者の3分の1
ずつを担当する体制で，入所時に担当のアドバイ
ザーを決める。アドバイザーは，いずれの科につい
ても，1ヶ月目のジョブ・カードの相談・交付，訓
練カリキュラムに組み込まれた集団キャリアコンサ
ルティングの実施，2ヶ月目の履歴書・職務経歴書
の作成支援，4ヶ月目の個別面談（受講者・求人担
当・担任・アドバイザーとの四者面談），公開求職
者情報原稿の作成支援を担当していた。

離職者訓練の最大のミッションは，定員充足率
向上であった。平成25年度の就職率は85.0％と，岡
山県の有効求人倍率が全国4位であることからする
と，決して高いとは言えない数字であった。就職率
は，求職者に対し，一番ストレートにアピールでき

12月期生72.2％（図1）と，2期連続で施設目標を大
きく下回った。そのため，指導課長，当該科，就職
支援係が対策を協議し，平成24年9月生から就職支
援計画を策定して，「全員就職」を合言葉に当該科
と就職支援係が協働で取り組むこととなった。そ
の結果，就職率は平成23年度85.1％から平成25年度
98.3％と改善した。全科平均の就職率も，同じく
82.9％から90.0％（図2）に上昇した。

電気設備科で取り組んだことは，次の3点である。
①チームで支援

担任の訓練担当時間を増やし，担任が訓練を担当
しないときは担当指導員から受講者の状況を報告
することを徹底し，電気設備科というチームで支
援。

②就職支援計画の明示
受講期間中の就職支援計画を受講者に明示し，前

図1　電気設備科就職率（入所月ごと）

図2　就職率（平成27年6月現在）
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けて，自己理解・仕事理解のツールとしてジョ
ブ・カードを紹介。

上記①②により，関係職員が当事者として数字
にコミットし，目標，現状，課題，危機感だけでな
く，喜びや達成感も共有できたと思われる。また，
上記③により，就職が目的であることを職員と受講
者が共通認識し，受講者は，いつ・何をすればよい
か，何から始めればよいかがわかり，就職活動に対
する不安が減少することを，受講者それぞれの表情
の変化から推量できる。

就職率と修了時就職率は，平成26年度が87.8％，
65.1％，平成27年度が91.8％，71.3％と向上した。

ところが，定員充足率の改善に伴い，平成28年度
にアドバイザーが3名から2名となった。平成28年度
は，受講者第二係長がアドバイザー業務を兼務する
ことで，従前どおりの就職支援体制を維持した。そ
れと並行して，平成29年度から平成24年事務連絡に
示された体制を構築できるよう，段階的に支援業務
の主担当を担任に移行し，平成29年度からは，担任
が主体的に就職支援を行い，アドバイザー等は担任
の就職支援をバックアップする体制とした。その過
程で取り組んだことは，次の3点である。
①就職支援のノウハウの提供

就職支援の経験の浅い指導員等には，ジョブ・
カード相談の準備から手交までの流れ，相談の
ルールやポイント，助言すべきことを説明。担任
の要請により，アドバイザー等がジョブ・カード
相談や後半の個人面談に同席してサポート。指導
員を対象に，公開求職者情報原稿作成の手順や留
意事項に関する説明会を開催。

②就職に向けて課題があると思われる受講者の誘導
ジョブ・カード相談や個人面談の実施前・実施後
に状況を確認し，就職に向けて問題・課題がある
と思われる受講者については，担任から受講者に
アドバイザー等との相談を勧奨。ケースや課題に
応じて，受講者第二係長が担当を調整。方向性が
定まらない受講者や訓練の受講が進むにつれて訓
練関連職種以外への就職希望が強くなった受講者
については，アドバイザーがキャリアコンサル

る数字である。そこで，就職率向上のために平成26
年度，27年度に取り組んだことは，次の3点である。
①修了時就職率の向上

平成25年度修了時就職率が40％を下回っていたた
め，50％を目標とすることを就職促進委員会で明
示。

②就職実績のグラフ化と施設全体の実績の明示
コースごとに修了時，1ヶ月後，2ヶ月後，3ヶ月後
の実績を一覧形式で報告されていた就職実績に加
え，積み上げグラフで明示。月2回以上就職促進
委員会やメールにより，コースごとの就職実績と
施設全体の就職実績，いずれも現況を提供。

③入所日から就職に向けた意識啓発
入所式後に行っている職員紹介において，確認
と連絡に加え，修了生からのメッセージを伝達。
全体オリエンテーションで，就職活動成功の6ス
テップ，就職支援の内容，就職活動のスケジュー
ル，ジョブ・カードについて説明。

［説明内容等］
・ 新たなスキルを身に付けて就職するために，ポ

リテクセンターに来られたことを受講者に確認
・ 私たちができるのは，あくまでも「支援」であ

り，自ら行動していただく必要があること，指
導員と就職支援のスタッフが連携・協力して支
援するため，情報を共有することがあることを
連絡

・ 修了1ヶ月後に就職活動中の20代男性から預
かった以下のメッセージを伝達

「入所日に職員のみなさんから「修了時までに
就職決定しよう」と言われ，その意味が今わか
りました。自分がこんな気持ちになるなんて思
いませんでした。これから受講する人に同じ思
いをして欲しくないので，入所日にこのことを
伝えて欲しい。」

・ 就職活動成功の6ステップの説明
6ステップの説明に加え，6ステップには「就
職」という文字はないこと，よって，「就職」
がゴールではなく，職場や仕事に適応すること
が大事で，そのためには，「自己理解」「仕事
理解」が特に重要であることを説明。これに続
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とができる。担任をはじめ職員が，受講者に積極的
な参加を促し，会場においても個別ブースへの誘導
を行う。応募のためだけでなく，求人企業の考え，
就職に必要なスキルなど熱心に聴き入る受講者の姿
が印象的である。この説明会後，就職活動のムード
が高まり，受講者が見学や応募など積極的に行動す
る傾向が見受けられる。これまでにのべ16回開催
し，各回平均2～3名が就職決定した。また，上記②
により，なかなか連絡がつかない修了生がすでに勤
務していることが判明し，昼休憩や帰宅していると
思われる時間帯に連絡をとって，就職確認ができた
事例がある。上記③については，平成30年4月開講
コースからは，就職活動が芳しくない受講者には，
コース終了月にハローワークで相談するよう案内す
ることとなった。

雰囲気づくりは，各コースだけでなく，センター
としても行っており，主な取組は次の3点である。
①メッセージの掲示

就職決定時や修了時に，受講を検討している方や

ティングを実施。持病や障がいを抱える受講者に
ついては，介護科指導員の経験がある職員も交
え，支援体制を構築。応募先が見つからない，年
齢で応募を断られる場合は，求人担当と相談。

③指導員とアドバイザー等との報連相の徹底
受講者との相談や就職活動の状況について，その
都度，指導員とアドバイザー等が互いに報告し，
以降の支援の方針・方策について相談。受講者第
二係は，ミーティングにおいて，各コースの現況
と支援方針を共有。

連携という点では，施設内だけでなく，他機関と
の連携体制も構築してきた。そのひとつは，岡山労
働局との連携で，平成26年度から段階的に取り組ん
だ。
①合同就職説明会の開催［平成26年度末～］

受講者を対象とする合同就職説明会を共同開催。
当センターから岡山労働局に対象科の希望職種と
希望勤務地の情報を提供し，岡山労働局が参加事
業所を募集・決定して事業所に通知。配布資料の
準備，会場設営及び終了後の施設見学は，当セン
ターが担当（図3，図4，図5）。

②就職状況の相互確認［平成27年度～］
コース終了2ヶ月後に当センターから岡山労働局
経由で管轄のハローワークに就職状況を提供し，
3ヶ月目にハローワークから当センターに追加情
報を提供。

③ハローワークでの相談対応の依頼［平成29年度9
月～］
就職が決定していない受講者に，コース終了月の
訓練休にハローワークで相談することを勧奨。活
動状況が芳しくないコースについては，個々の状
況と課題を岡山労働局に情報提供し，ハローワー
クにそれぞれの課題に応じた相談を依頼。

上記①は，機械関係，電気関係，住宅関係，生産
管理・ICT関係とグループ分けして，グループごと
に開催し，各回10社募集する。各社5分のアピール
のあと，個別ブースで詳しい説明等をする。個別面
談後，希望者は書類選考なしで企業面接を受けるこ

図3　合同就職説明会開催の案内

図4　各社アピールタイム 図5　個別ブースでの説明
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ニケーションが苦手ということで，コミュニケー
ションクラブに参加される方が，他の参加者からア
ドバイスを受け，ひとつずつコミュニケーションの
課題をクリアすることで自信がついていく様を目の
当たりにする。ついには，進行役を務める方もおら
れる。参加されるほとんどの方が，修了時までに就
職を決め，同クラブで祝福されている。

こうした取組の結果，平成28年度の就職率は
92.8％，修了時就職率は77.2％に向上した（図8，表
1）。また，平成29年度は，4月現在91.2％（暫定値）
で，26コースのうち11コースが100％，うち10コー
スは修了時就職率80％以上である。なかには，6期
連続100％，修了時正社員就職100％というコースも
ある。

平成29年度に，就職支援マップを基に「就職支
援マップチェックリスト」を作成し，施設及び各科
で点検した。現状の確認，問題・課題の把握と対応
策，具体的な取組と開始時期を就職促進委員会で協
議し，早速改善に着手した。さらに，当センターの
最大の課題は「求人」「事業所情報」であり，今後
の労働市場を見据えると，喫緊の課題であると判断
した。これを受け，平成30年4月から，経済団体等
各チャネルを活用した求人事業所の計画的な開拓，
求人事業所情報の収集・提供，求人情報検索システ
ムを活用して新着求人を毎日提供することに着手し
た。

就職活動中の方に向けて，受講者からメッセージ
をいただき，訓練生ホールに掲示。

②求人情報・事業所情報の提供
ハローワークや事業所から提供いただいた求人票
を全コースに配布。平成30年度からは，求人情報
検索システムを活用し，訓練関連職種の新規求人
を訓練生ホールと訓練課にて毎日提供。求人事業
所の情報を受講者が自由に閲覧できるよう環境整
備に着手。面接内容，採用実績を蓄積し，事業所
のパンフレット等とともに提供できるよう平成29
年度から順次着手。

③コミュニケーションクラブとランチ会の開催
ともに平成26年度から開催。コミュニケーション
クラブは，自由参加のサークル活動のようなもの
で，自身のコミュニケーションの課題を意識しつ
つ，受講者同士がフリートークを楽しんだり，希
望者がいれば模擬面接を行う場として，月2回訓
練終了後の時間帯に開催（図6）。ランチ会は，女
性受講者が少ないことから，女性受講者同士の交
流の場として，自由参加で，月1回昼休憩時に開
催（図7）。

上記①のメッセージは，受講者募集のパンフレッ
トにも掲載しているが，受講者に協力を依頼する
と，「パンフレットに載っているものですね。」と
言って，ほとんどの方が記載される。上記③は，訓
練課の敷居は私たちが思っている以上に高いらし
く，これらに参加すると，敷居が低くなり，訓練課
の職員に話しかけやすくなるようだ。また，コミュ

図8　就職実績（平成23～29年度）
図6　コミュニケーション 
 クラブの開催案内

図7　ランチ会の開催案内
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念頭に入れておくべきことは，受講者の就職目標は
ひとりひとり「バラバラ」である，要は「違う」と
いうことである。そして我々は，その違いを理解し
た上でひとりひとりの目標突破に向け，受講者と共
に就職活動をすることになる。しかも，様々な制約

（訓練担当時間など）の中で支援を実践することが
前提となる。

では，我々は就職支援をどの様な方法で行えばい
いのか。それにはまず，大きく分けて2つの方法が
ある。ひとつは個人（1人ずつ）に対して行うもの，
もうひとつは複数人（クラス全体または数人のグ
ループ）に対して行うものである。個人に対して行
う場合（就職支援で中心となる方法）は，指導員か
ら受講者に対して様々な投げ掛けを行い，前に進め
ていくことになるが，複数人に対して行う場合は，
指導員から様々な投げ掛けを行うことはもちろんの
こと，受講者同士が相互に刺激し合う環境作りを行
うことによって支援を進めることができる。

3.2　指導員から受講者への就職支援（実践）
ある日の出来事。ある受講者からのひとつの提案

が，このクラスのあり方を変えることになった。そ
の提案は，訓練冒頭の朝礼時（全員で挨拶をして担
任が出席を取る）に，1日の訓練の始まりにあたっ
て「受講期間中のクラス目標を全員で定め，指差し
呼称を行ってはどうか。」というものであった。受
講者本人が，工場で働いていた時に安全対策の一環
として毎朝，指差し呼称していたことにならっての
提案である。我々は，その提案に対し「クラス全員
に諮って “全員でやろう” という結論に至ればやっ
て下さい。」と返事をした。その日の訓練後，クラ
ス全体での討議が行われた結果，朝礼時に全員で指
差し呼称を行うことが決まった。毎日呼称する言葉
も受講者が順番に考えたものを掲示することにな
り，その翌日から毎朝，教室の前のホワイトボード
の右側には日直が書いた指差し呼称項目があった

（図9）。
指差呼称の活動を始めて数ヶ月後，別の受講者か

らの発案で「クラスで有志を募り，訓練開始30分前
から施設正門の横に立ち，門を通る受講者全員に

3．指導員と受講者によるクラス運営

3.1　指導員から受講者への就職支援（考え方）
離職者訓練コースの受講者は，全員ある共通点

を持つ。それは，求職者であり，就職という目標が
あることである。その目標達成のために，職業訓練
を受講し，生かそうと考えている。そして指導員で
ある我々は，その受講者の目標達成のため，「どの
様にアプローチを行えばよいのか」を考える。これ
が，就職支援の出発点となる。そこでまず，我々の

※1　平成29年度は，平成30年4月18日現在の暫定値
※2　前年度繰り越し者数を含む
※3　平成29年度は，平成30年2月次の数値

※　平成29年度は，平成30年2月現在の数値

表1　就職率等（平成23～29年度）

表2　（参考）全国の就職率等（平成26～29年度）
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3.3　指導員から受講者への就職支援（考察）
我々指導員が受講者に対して行う就職支援は，先

にも書いたが，個人に対して行う面談，書類の添削
や模擬面接等を中心に展開する。また，複数人（ク
ラス単位，希望者）に対するものは，就職講話やビ
ジネスマナー等を施設（訓練課）の取組として行っ
ていることが多い。いずれにしても受講者は受講期
間中，受け身になりがちな環境に置かれる。しか
し，訓練期間の後半に入り，受講者には就職活動の
タイミングが訪れ，自らが主体となって就職活動を
行うことになり，このギャップを埋める必要が出
る。だが，我々が就職試験の場でできることはな
く，受講者本人がやるしかない。上記（実践の部
分）に挙げた事例は，どれも就職支援とは直接関係
がないように思われるかもしれないが，そうでは
ない。どの事例も5年以上前の就職が厳しい時に始
まった活動であるが，その時も彼らは，今と変わら
ない結果を残している。

我々は，それぞれの職業訓練の場で受講者に仕
事の実務に必要な様々なスキル（技能・技術・知
識）を習得してもらう。そして同時に，就職試験の
場で必要なパワーも身に付けてもらう。職業訓練と
就職活動を切り離さずに一体化した中で，スキルと
パワーの要素をミックスしながら，バラバラである
受講者の就職目標を突破できる職業訓練の場を作る
ことができれば，さらに効果的な職業訓練になる。
我々だけでなく，受講者も様々な場面で積極的に職
業訓練の場を作る雰囲気づくり，このクラス運営の
方法が我々の就職支援のひとつである。

「おはようございます。」と言葉をかける挨拶運動」
が始まった（図10）。この活動の趣旨は，ポリテク
センターに通所している受講者同士が，毎朝元気に
挨拶を交わすことで気持ち良く訓練を受講し，「全
ての受講者が就職目標を果たせる様に」という発案
者の思いからである。この活動は，休むことなく毎
朝，約1年半の間，継続された。

また，別の受講者からは，清潔な訓練環境を保つ
ために，受講者が担当している掃除箇所（教室2ヶ
所，廊下，階段，男子トイレ）の掃除マニュアル

（掃除箇所毎にA3サイズで1枚）を作成（図11）し，
掃除箇所の壁に貼って，誰もが同じ方法で掃除がで
きるようにしようという提案があり，実行された。
マニュアルは，現在も改定を加えられ，掃除を行っ
ている。

図11　掃除マニュアル（ポリテクセンター京都　生産管理実務科）

図9　朝礼の風景（ポリテクセンター京都　生産管理実務科）

図10　挨拶運動（ポリテクセンター京都　生産管理実務科）
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4.3　環境
平成30年通達に，施設長，担当課長，指導員，受

講者担当係，アドバイザー，職業相談員の基本的役
割が明記された。それぞれの役割に応じて，同通達
に記される具体的な取組をそれぞれの職員が実施す
るには，大前提として，スキルを発揮できる環境が
必要である。例えば，就職支援に必要なものとして
コミュニケーションを挙げたが，そもそも職員が互
いに尊重し，信頼し合い，風通しのよい職場でなけ
ればコミュニケーションはとれない。

５．おわりに

「趣味は仕事でしょ」「仕事，好きだね」と私に言
う人がいるが，それは違う。私は，当たり前のこと
を当たり前のこととしてやっている，そういう認識
でしかない。しかし，思いはある。それは，何か。

就職支援においては，相談されるひとりひとり
が，その人にとって幸せな人生を送って欲しいとい
う願いである。正社員として長く安定して働き，ス
キルアップしたいという受講者もいれば，就業経験
が少なく，まずはやってみて，やっていけるか試し
たいという受講者もいるし，障がいや持病，家庭事
情から短時間勤務を希望する受講者もいる。だか
ら，それぞれの価値観を尊重し，ライフキャリアと
いう観点で支援しているつもりである。

また，ポリテクセンターは，専門的な知識や技術
を習得する以上に，これからの人生を生きるうえで
必要なヒューマンスキルやパワー，仲間を得ること
ができる場であるという思いである。このことは，
受講者からも伝えられるし，ポリテクセンターで受
講者と関わるなかで，時間の経過とともに変化する
受講者の表情からも感じられる。

できればそれぞれの取組のねらいや関係性なども
記したかったが，これらは皆様の想像に委ねたい。

最後に，就職支援に携わる機会を与えていただ
き，環境づくりにご協力いただいた皆様，ともに就
職支援に取り組んでいただいた皆様，そして出稿の
機会をいただいた皆様に，この場をお借りして感謝
申し上げる。ありがとうございました。

4．まとめ　－就職支援に必要なもの－

4.1　コミュニケーションと信頼関係
「1.はじめに」にも記載したとおり，就職支援に

は「連携」「協力」が付き物で，そのためには細や
かな「報告・連絡・相談」が必須である。文字にす
れば，二字熟語に過ぎないが，指導員同士，また，
指導員とアドバイザー等が，「Aさんが○○みたい
ですよ。」「Bさんが△△をされましたよ。」という
ほんの些細な，そして短時間のコミュニケーション
を日々繰り返し，連携・協力体制による就職支援を
行っている。クラスの雰囲気づくりも同様である。
例えば，「Cさん，風邪はどう？」「Dさん，グルー
プワークでリーダーシップをとれていたよ。」など，
訓練，朝礼，個別面談などを通して行われる指導員
と受講者との日々のキャッチボールは，受講者の訓
練内容の習得や就職へのモチベーションを維持・向
上させている。これらのことからすると，連携，協
力，雰囲気づくりの実態は，結局のところ「コミュ
ニケーション」であり，その根源には信頼関係があ
ると考える。そうすると，就職支援に必要なもの
は，知識・技法・経験のほか，コミュニケーション
スキルと信頼関係ということになる。

4.2　志・当事者意識・覚悟
何か事に取り組むとき，その成功に必要なもの

は，「志」「当事者意識」，そして「覚悟」であると
耳にしたことがある。その取組に対してどんな思い
を持っているのか，誰かではなく，“私が私の問題
として取り組むんだ” という強い意識，困難なこと
があっても “何が何でもやり遂げるんだ” という覚
悟だそうだ。現場で実務に携わっていると，就職支
援にもこれらは必要であると感じる。ただ，就職支
援は個人で行うものではなく，ポリテクセンターと
いうチームで行うことからすると，個々の職員だけ
でなく，施設全体としての「志」「当事者意識」，そ
して「覚悟」が必要ということになる。
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（参考1）就職支援マップを基に作成した就職支援業務のチェックリスト（抜粋）

（参考2）上記のチェック後，今後の取組を検討するために作成したシート（抜粋）
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2.2　アクションプランによる業務推進
当初工業会，技専校，機構の三者で連携が取れる

のかどうか，担当者の誰もが不安視していた。まず
求められたのは「誰が，何を，いつまでに，どのよ
うに」実施するのかを示す，三者間合意のもとでの
アクションプラン作成であった。

三者間協議では事前情報と起こりうる業務を集
約したアクションプラン案をもとに話し合いを行っ
た。「誰が，何を，いつまでに」担当するのか，業
務上漏れている事項がないか，作成したスケジュー
ルに無理がないか等を話し合った。

三者間協議の結果，その場で各担当者の役割分
担，運営スケジュール等の約90％が確定した。「誰
が，何を，いつまでに」行うかの見える化をするこ
とで，意思決定を早めることができ，適切な業務運
営を行うことができた。

1．はじめに

今日では多様なニーズに対応するため，組織をま
たぎ複数の企業で一つのプロジェクトを行うケース
が増加してきている。本稿では，一般社団法人神戸
市機械金属工業会（以下，「工業会」という。）から
の企業ニーズに対し，兵庫県立神戸高等技術専門学
院（以下，「技専校」という。）と兵庫職業能力開発
促進センター（以下，「機構」という。）で協同し，
4日間の普通旋盤による加工訓練を行った結果を記
している。工業会からの神戸市で週をまたいで開催
したいとの要望に対し，尼崎市の機構と神戸市の技
専校の二者協同で取組んだ。

２．訓練実施までのフロー

2.1　訓練実施に向けての役割分担
平成29年6月13日に三者間協議を技専校にて行

い，日時や場所及び広報の方法等を決定した。決定
事項は以下のとおりである。

日時：平成30年2月19，20，26，27日（全4日間）
場所：兵庫県立神戸高等技術専門学院（工業会希望）
指導員：機構指導員（主担当），技専校指導員2名
セミナー内容：汎用旋盤による機械加工
定員：10名
受講申込：工業会が募集

企業ニーズに対する機構と兵庫県の取組み
～_兵庫職業能力開発促進センターと神戸高等技術専門学院_～

写真1　三者協同による取組みの様子

兵庫職業能力開発促進センター　德永　敬太郎・渋谷　雅仁・正木　克典
兵庫県立神戸高等技術専門学院　内藤　浩・八坂　泰志・永井　元頼
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行うことができた。結果，募集開始三週間で定員数
を上回る応募があり，訓練が実施できる運びとなっ
た。また，募集時の申込み用紙に記載された経験年
数等を見ると，こちらが想定していた受講生がミス
マッチなく集客できていると判断できた。

3．訓練に向けての段取り作業

3.1　機構指導員が技専校で訓練を行う上での準備
訓練準備を進める上で最も大事にしていたのは，

技専校指導員との「信頼関係構築」であった。技専
校の旋盤10台のうち，1台でも稼働停止するような
訓練の進め方は絶対に避けなければならなかった。
「信頼関係構築」を進めるため3点の事を留意し

た。1点目は，技専校への訪問である。訓練実施前
に複数回訪問し，訓練工程や工具について細部まで
確認し，4日間のスケジュールについて，技専校指
導員と顔を合わせて，綿密なコミュニケーション
をとることを意識した。2点目は，テキストの作成
である。4日間で何をどこまで行うかを明確に示す
ことで，受入側の負担を減らすこと，作業の方法に
ついて漏れがないか確認を行った。3点目は，作業

2.3　広報の実施とアクションプラン
前項のアクションプランによるスケジュールと役

割分担は広報展開にも効果的な影響をもたらした。
今回工業会から提示された訓練目標は「NC旋盤を
使えるだけでなく，切削加工の理論を深く認知し，
実践的な技術をもつ技術者を育成する」というもの
であった。この訓練ニーズに応えるため，工業会・
技専校・機構がすべきこと，できることを協議した。

まず工業会は，会員企業が求める人物像や技術を
具体的に把握するために，会員企業に対しアンケー
ト調査を実施し，集約した。そのアンケート調査結
果をもとに，技専校，機構指導員が訓練カリキュラ
ムを作成した。その後，それらの情報を集約した機
構事務員が，受講ターゲット層や訓練カリキュラム
の詳細，目指すべき人物像を具体的に示した広報チ
ラシを作成，工業会が会員企業への広報を展開し
た。具体的な工業会の広報活動は，広報チラシの配
布やホームページへの掲載などが中心であった。

通常，複数組織にまたがる事業は意思決定が遅
れ，機動力を損ないがちである。具体性や迅速性が
求められる広報こそ，明確なアクションプランが不
可欠である。スケジュール管理と明確な役割分担
が，各組織の持ちうる情報，知識，能力を活かしつ
つ，意思決定を早め，質の高い，迅速な広報展開を

図1　アクションプラン（一部抜粋）

図2　広報チラシ
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導員を信じることであった。普段使っていない機械
では，安全面で見きれない部分がどうしても存在し
た。技専校の指導員に任せるところは任せると意識
して進めることで，安全上問題なく予定通りのスケ
ジュールで進めることができた。

の安定性である。職業訓練では「やってみせる」こ
とが重要であるため，普段不慣れな機械であっても
しっかりと手本を見せる必要がある。これら3点の
事前準備を確実に行うことで，受入側である技専校
指導員に安心感を与える必要があった。

3.2　技専校指導員が機構指導員を受け入れる上
での準備

機構側が講師の派遣及び講義資料等の作成を行う
のに対し，技専校は訓練に必要な設備・器工具類及
び主担当講師へのサポートなどを提供する立場にあ
る。そのため，以下の3点について特に準備を進め
た。

①　実施要領作成
技専校は会場を提供する側として，講師が講義に

集中できるよう会場準備方法・食事や喫煙時のルー
ル・訓練のタイムスケジュールなど，講義内容以外
の必要事項を詳細に決定した。
②　設備・器工具の整備の徹底

技専校の設備・器工具類を機構指導員が使用する
のは初めてであるため，技専校が機械の不具合や故
障の発生に対して注意を払い，事前にあらゆる状況
を想定して準備をした。優良な訓練を実施するため
の必要条件として，設備・器工具類への不安要素を
除外することを心がけた。
③　主担当講師へのサポート

受講生（10名）に対し，より高い満足度や習得度
向上を目指すため，受講生5名程度につき指導員1名
で指導を行った。指導する受講生を分担することで
主担当講師の負担を軽減できるようサポートした。

また，万が一，主担当である機構指導員が不在に
なるような事態があった場合にも対応するため，技
専校指導員も同水準で指導できるよう講義内容を細
かく把握できるように努めた。

4．訓練実施

4.1　機構指導員が訓練を進める上で感じたこと
訓練を進める上で大事にしたことは，技専校の指

写真2　開校式の様子

写真3　旋盤実習での提示の様子

写真4　旋盤実習での受講生作業の様子
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⃝NCでは，あまり意識しなかった取代など普段自
動でやってくれていることを手動でやることに
よって理解が深まった。

⃝NC旋盤のみ使用していたので普通旋盤を使用で
きる技術が身についたと思いました。

⃝今回の訓練で旋盤をさわってみて，会社で使う機
会があれば今回学んだねじ，溝入れ，テーパー等
をやっていきたいと思いました。

5.2　次年度の開催
今年度の開催の結果を受けて，工業会より次年度

も旋盤による訓練を開催して欲しいとの要望を頂い
ている。また，旋盤以外にもフライス盤やマシニン
グセンタ，溶接といった横展開の検討もしていると
のことで，ニーズを掘り起こすこともできた。

6．あとがき

企業ニーズに対し，組織の異なる機構と技専校
で協同し，結果的に満足度の高い訓練が行えた。ま
た，機構と技専校がお互い情報交換できる機会や
ネットワーク構築が行えた。さらに，三者協同で職
業訓練カリキュラムを検討し，実施する事例を作る
ことができた。

今回の機構と兵庫県の取組みを活かし，更に職業
訓練を盛り上げて行きたい。

早く訓練課題をこなす受講生に対し，材料切断が
随所に必要になるケースも発生したが，技専校指導
員の迅速な対応で受講生は手待ち時間もなく作業に
没頭することができていた。

4.2　機構と兵庫県での協同訓練のメリット
場所を技専校で，指導員を機構からという協同訓

練の取組みは，お互いの技能・技術の掘り下げに大
いに役に立った。互いに公的な立場ではあるが，文
化の異なる箇所が多数あった。そのような状況下で
は，協議が必要な箇所もあったが，多くの場合はお
互いに有益な場合が多く貴重なものであった。指導
法や加工法については，機構内でのやり方を軸とし
て行ったが，二者での協議後変更した箇所もあり，
より良い訓練が行えたことによる手ごたえを感じ取
ることができた。

今後も同様の取り組みがより多くの都道府県にお
いても行われ，シナジー効果が生まれれば，より職
業訓練の活性化が期待される。

５．訓練を終えて

5.1　アンケートの結果
訓練終了後に10名の受講者にアンケートを取った

集計結果は以下である。
また，意見や要望については以下のようなものが

あった。

表1　アンケート結果

写真5　機構及び技専校指導員集合写真
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を通して，バッテリーに充電される。
高電圧発生回路で発生された電気は，電気柵で使

用される。図1にシステム概要を示す。
表1に太陽光パネル，表2にバッテリー，表3に充

電コントローラの各仕様を示す。

1．はじめに

電気柵は，動物に電気ショックを与え，動物を追
い払うシステムである。電気による痛みによって，
動物はこの柵は危険であると認識し，近寄らなくな
り，農作物を長期的に守ることができる。

しかし，2015年に日本国内で，電気柵による感電
死亡事故が発生した。この事故では，2人が亡くな
り，5人が重軽傷を負った。この事故は当時，マス
コミに取り上げられ，素人による電気柵の製作の危
険性が注目された。

この事故の事例から，電気柵の運用面において重
大事故に繋がった，いくつかの原因を読み取ること
ができる。
（1）漏電遮断器を付けていなかった。（2）危険

を知らせる表示がなかった。（3）変圧器で100Vを
400Vまで昇圧した電気を使用していた。（4）出力
電圧が制限される機能（パルス発振機能）が付いて
いなかった。

本稿では，筆者が所属している北海道職業能力開
発大学校，平成28年度専門課程，電気エネルギー制
御科の総合制作実習で行った，過去の事故の事例を
元に，安全面に考慮した電気柵の製作（以下，「本
システム」という。）の成果内容を報告する。

２．構造

本システムでは，必要な電源として太陽光発電を
利用した。太陽電池で発電された電気は，充電回路

安全面に考慮した電気柵の製作

北海道職業能力開発大学校　木村　天津郎

図1　システム概要

表1　太陽光パネルの仕様

表2　バッテリーの仕様



実践報告－25－

3.2　電気柵の製作
電気柵に使用するポールの高さやワイヤーの長

さ等は，対象動物の種類や農地の広さや環境によっ
て，様々な組み合わせが考えられる。今回の電気柵
の製作では，動物や人が接触した場合の安全性の確
保を目的とした。そのため，電気柵の製作は，シス
テム全体の仕組みを説明するために模擬的なものと
した。

本システムでは，市販されている太陽光パネルと
バッテリー，充電コントローラを利用した。

太陽電池で発電した電気をバッテリーに充電し，
12Vの電圧を高電圧発生器で数千Vに昇圧する。

充電回路として，充電コントローラを用いてバッ
テリーへの過充電を防ぐ。

数千Vの電圧をそのまま電気柵に印加するのでは
なく，通電時間を0.01秒以下とし，通電間隔が1秒
以上のパルス発振機能を実装する。

パルス発振機能により，数千Vの電圧を印加して
も，動物が電気柵に触れた場合，ある程度の電気
ショックを受けるが，生命には特に別状はない。

また，人が誤って電気柵に触れた場合でも，電流
が流れていない時間が1秒以上あるため心室細動を
起こす恐れはない。

心室細動とは，心臓に30mAから50mAの電流が
流れた場合，心臓の筋肉がけいれんを起こし，体全
体へ血液を送れなくなる状態のことである。

3．製作

3.1　電気柵の筐体の製作
市販されている金属ケースの構造を参考にして，

電気柵の筐体の製作を行った。材料には，加工しや
すいアルミ板を採用した。最初に筐体の図面を作成
した。図面の作成においては，授業で学習済みの
CADソフトを使用した。

図2に電気柵筐体の設計図を，図3に加工した電気
柵筐体の写真を示す。

表3　充電コントローラの仕様

図2　電気柵筐体設計図

図3　電気柵筐体
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3.3.2　昼夜判別機能
昼夜判別機能は，周囲の明るさによって，自動で

動作のONとOFFを切り替える機能である。
野生動物は夜行性のものが多い。また，日中は

人が電気柵に触れる恐れがあるため，CdS（硫化カ
ドミウム）セルを用いて，夜間のみ電流を流す昼夜
判別機能を実装した。CdSセルは，明るい場所では
抵抗値が減少し，暗い場所では抵抗値が増加する性
質がある。この性質を利用し，夜間だけ，高電圧を
発生させる。また，昼夜判別機能の回路図にあるス
イッチSW2をOFFにすることで，常に高電圧を発
生することができる。

図7に昼夜判別機能の回路図を示す。

3.3.3　ランプ点滅表示機能
ランプ点滅表示機能は，通電時にLEDライトを

点滅させ，通電中であることを知らせる機能であ
る。動作原理は，昼夜判別機能によってリレーが
ONされている時のみ，コンデンサに充電と放電を
繰り返し，ランプを点滅させる。

図8にランプ点滅表示機能の回路図を示す。

市場に実際に出回っている商品を数点調べた結
果，電気柵に使用されている電線には，アルミ線の
使用が多かった。本システムでは，アルミ線より電
気抵抗値が低い銅線を採用した。これにより電気柵
の末端まで，より多くの電気エネルギーを送ること
が可能となる。また，市販されている電線を張り巡
らしているポールには，木材や金属（スチール），
樹脂製が使用されている。本システムでは，市販さ
れている材料と同程度の絶縁能力のあるVE管を使
用した。図4に今回作成した電気柵を示す。

3.3　回路の製作
3.3.1　試作機の製作
高電圧発生器の働きを理解するために，今回作成

した回路を製作する前に，試作機の製作を行った。
市販されている高電圧発生器を使用して，1000V

程度の電圧パルスが1秒おきに発生していることを
確認した。図5に購入した高電圧発生器外観を，図6
にオシロスコープで測定した電圧の波形を示す。

図4　電気柵本体

図5　購入した高電圧発生器

図6　購入した高電圧発生器の測定波形

図7　昼夜判別機能の回路図
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4．性能評価

製作した電気柵について以下の評価を行った。

4.1　昼夜判別回路
直流安定化電源を使用して直流12Vを印加した。

CdSセルの周囲が明るい状態ではリレーがOFFのま
まであった。次に，CdSセルに光が当たらない状態
にしたところ，リレーがONとなり，電流が流れた。
図7上のSW2をOFFにすると，周囲が明るい状態で
も，リレーがONとなった。

図11に取り付けた昼夜判別センサーを示す。

4.2　ランプ点滅回路
図8の回路を組み検証を行った結果，高電圧が発

生している状態の時，LEDランプが点滅した。ラ
ンプ点滅回路と昼夜判別回路を組み合わせたとこ
ろ，リレーがONの状態の時だけ点滅が行われる。

4.3　高電圧発生器
図9の回路を組み，パルス波の測定と，変圧器に

よって昇圧させた高電圧の通電時間の測定を行っ
た。

図12に測定したパルス波を示す。図12は，高電圧
発生器で発生した電圧をオシロスコープで，パルス
波を測定したものである。横軸が1メモリあたり1秒
間を示しており，電圧が印加されてから次の通電状
態までの間隔が，1秒以上あることが確認できる。

3.3.4　高電圧発生器
高電圧発生器の機能は，電流を約0.01秒間，1秒以

上の間隔をあけて流すパルス発振機能と，バッテリー
からの12Vの電圧を数千Vに昇圧する機能である。

図9に高電圧発生器の回路図を示す。図9の回路図
の中央にある10Ωの抵抗より左側がパルス発振回路
である。コンデンサとトランジスタを組み合わせ，
通電時間を0.01秒以下とし，その後の無電圧の状態
が1秒以上続く働きを行う。

右側は，パルス波を高電圧に昇圧させる回路であ
る。市販されている220Vを12Vへと降圧する変圧器
を使用した。

このことにより，数千Vの電圧を発生させること
が可能となった。

図10に使用した変圧器外観を示す。

図8　ランプ点滅表示機能の回路図

図9　高電圧発生器の回路図

図10　使用した変圧器

図11　昼夜判別センサー
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なく，電流が出力された。ランプ表示機能の検証で
は，電流が出力されている間（通電中）は，ランプ
点滅が続くことが確認できた。

パルス発振機能については，通電時間が0.01秒以
下で，通電間隔が1秒以上の電流の波形が実現した。

出力電圧は直流安定化電源を使用した時よりも高
電圧が出力された。具体的なデータとして，1000V
高い5000Vの電圧を測定した。

５．操作方法

図16に操作用スイッチの外観を示す。右のスイッ
チは，電源のON，OFFスイッチである。左のトグ
ルスイッチは，常時動作と夜間のみの動作を切り替
えるスイッチである。スイッチを上げた状態では，
夜間時のみの動作，下げた場合は，夜間時ばかりで
はなく，日中でも動作を行うことができる。電気柵

図13は，図12の測定したパルス波の拡大図であ
る。この図では縦軸が１メモリあたり1000Vを示し
ており，出力が約4000Vであることがわかる。横軸
は1メモリあたり0.001秒を表しており，通電時間が
0.01秒以下であることがわかる。

この二つの測定結果により，安全面に考慮した電
気柵のパルス発振機能が実現できたといえる。

4.4　完成後の実験
完成した回路に太陽光パネルや充電コントロー

ラ，バッテリーを接続し，動作確認を行った。
図14に完成した電気柵本器を，図15に測定した波

形を示す。
昼夜判別機能の実験では，センサー部分を明かり

と遮断するため，覆いで包んだ。この状態（夜間の
時間帯に見立てた時）において，電流が確実に出力
されることを確認した。また図14の左側のスイッチ
を切り替えることで，センサー部分の明るさに関係

図12　測定したパルス波

図13　図12のパルス波の拡大

図14　電気柵本器

図15　バッテリー電源による出力
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の加工等の一連の工程を通して，動物や人体に対し
て，生命に別状のない電気的に安全な電気柵の製作
が完成した。

機能面では，通電中の危険性を知らせるためのラ
ンプ点滅機能や夜間のみ動作させる昼夜判別機能，
通電時間が0.01秒以下で通電間隔が1秒以上のパル
ス発振機能を実装することができた。

最後に，1年間，本総合制作実習を積極的に取り
組んでくれた平成28年度北海道職業能力開発大学校
の電気エネルギー制御科2年生田中裕也君，西山浩
生君，渡邉翔太君に感謝いたします。

本稿を通して，事故のない安全な電気柵の普及に
貢献することができれば幸いです。
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（5） ソ―ラー発電防獣電気柵システム
  http://sekaiwahirosugiru.cocolog-nifty.com/hitokoto/2013/06/

post-1346.html
（6） 自作電気柵
  http://www.geocities.jp/knn373/dennki.htm

（7） 感電の基礎と過去30年間の死亡災害の統計
  独立行政法人　労働安全衛生総合研究所

（8） 総合カタログ
  サージミヤワキ株式会社

本器の横の左右の面からそれぞれ赤い電線と白い電
線が出ている。赤い電線を，電気柵のワイヤーの導
体部分に接続する。白い電線はアース棒に接続す
る。動物が通電状態である電気柵のワイヤーに触れ
ると，電流は，動物の体を通り，地面（大地）を経
由して，白線に戻り電気回路として電流が流れる。

この状態の説明の資料として，図17に動物に電
気ショックが加わる時の電気回路のイメージ図を示
す。

図17において，電気柵本器は「パワーユニット」
という名称で表現している。

6．まとめ

実際に使用されている電気柵の原理の理解から
始め，過去の事故の事例分析，電気柵の設置に義務
付けられている法令の確認，電子回路の作成，筐体

図16　操作用スイッチと赤（右）と
　　　白（左）の2本の電線

（出典　サージミヤワキ　総合カタログ）
図17　電気ショック時の電気回路のイメージ図
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ビ大会の四方山話，TVET（Technical Vocational 
Education and Training）ユースフォーラムについ
て述べる。

２．アブダビ大会概要

アブダビ大会は2017年10月14日から19日までの6
日間，アブダビ国際展示場（ADNEC）にて開催さ
れた。アブダビ大会の選手派遣国は59カ国，選手数
は1250名であった。前回の59か国，1189名から約
5%増大し過去最大の大会となった。エキスパート

（競技委員）はほぼ同数，また通訳も約400名で，登
録した関係者だけで3000名以上になり，主催者によ
ると大会期間中10万人以上の来場者があったとされ
る。特に小中学生や高校生など多数訪れた。

日本の製造業，ものづくりへの信頼性を欠くよ
うな検査偽装など不正事件が相次いだ昨今，日本が
これまで輝かしい成績を残してきた技能五輪国際大
会で，選手の活躍が期待された大会であった。残念
ながら結果は前回を下回ることとなった。競技開始
前々日の総会の最後に，日本での技能五輪国際大会
招致につき，厚生労働省の和田審議官が立候補の意
思を表明しており，大会で前回を上回る結果を残し
て招致に弾みをつけたいところであった。

3．技能五輪国際大会とは

技能五輪国際大会（WorldSkills Competition）は，
1971年以降ほぼ2年に一度，ワールドスキルズイン
ターナショナル（WSI：WorldSkills International）（2）（3）

1．はじめに

第44回 技 能 五 輪 国 際 大 会 ア ブ ダ ビ 大 会（ 以
下，「アブダビ大会」という。）に技術代表（TD：
Technical Delegate）として参加した。中東初の技
能五輪国際大会であった。2017年10月7日から21日
まで15日間の出張である。国際大会に初めて参加し
たライプチヒ大会では技術幹事として，日本チー
ムの職種会場を巡回することができたが，サンパ
ウロ大会では技術代表として，審判長（JP：Jury 
President）の役割があり，担当した電工職種（職種：
競技種目）内の規則違反の申し立て（競技場内作成
資料の持ち帰り等）に対する紛争解決（技術委員会
による裁定）に終始追われたことを思い出す。アブ
ダビ大会でも審判長を務めたが，担当した広告美術
職種内では問題こそ起こったものの，審判長チーム
リーダーを含めた話し合いで解決し，紛争に至らな
かったことは幸いであった。

アブダビ大会に向けては，通訳抽選制の導入，エ
キスパートのアクセスプログラム（大会参加のため
の事前研修）の受講義務化への対応や，選手強化委
員会などさまざまな取組みを日本チームとして行っ
た。政府広報インターネットTV番組（1）にも出演さ
せていただいた。大会主催者の準備に種々の問題が
あったとはいえ，全体として成績が振るわなかった
ことが悔やまれる。

本稿では，アブダビ大会の概要，技能五輪国際大
会の内容，技術代表の役割，審判長の役割，アブダ
＊現　浜松職業能力開発短期大学校　校長

職業能力開発総合大学校　垣本　　映＊

第44回技能五輪国際大会
アブダビ大会を終えて
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年の大阪大会そして2007年の静岡大会と3度開催さ
れている。なお，2007年については国際アビリンピッ
クも同時開催されたため，2007年の静岡大会はユニ
バーサル五輪国際大会とも呼ばれている。また，現
在は上述のように，2023年の愛知大会の開催立候補
を国が決定し，アブダビ大会の総会の場で日本が表
明したところである。

によって開催される，参加国・地域の職業訓練の振
興と参加者の国際親善・交流を目的とした青年技能
者による国際競技大会である。

この大会は，第2次大戦後の技能労働者不足を背
景として，1950年にスペインの職業青年団が提唱し
て隣国ポルトガルとの間で各12人の選手が，マド
リードで技能を競ったことが始まりである。年々，
参加国数および出場選手数ともに増加し，青年技能
者の祭典として発展してきた。技能五輪国際大会で
の職種については新職種の導入や開催国の要請，参
加定員割れにより入れ替わりがある。アブダビ大会
での職種を表1にまとめる。49の公式職種に2つのデ
モンストレーション職種を加え，計51職種であった。
この他，1つのエキシビション職種（表彰，公式記
録はない）｢水処理技術｣ が実施された。

2017年11月に開催された技能五輪全国大会栃木大
会の職種（4）と比べるといずれかにしかない職種があ
る。これについては，日本国独自の技能職種，技能
五輪全国大会以外で選手の選考を行う職種，全く選
手を派遣しない職種（＊）が含まれる。選手を派遣
しない理由は競技課題の内容，全国大会のレベルが
大きく異なる場合や，教育訓練システムの違いで，
年齢的に出場できる選手が見込めない場合である。
ほとんどの職種（34）で，国際大会の前年に開催さ
れる全国大会が代表選考会となっている（3）。

参加資格は大会開催年に満22歳以下（製造チーム
チャレンジ，メカトロニクス，情報ネットワーク施
工及び航空機整備については満25歳以下）の者であ
る。過去に参加していない者に限る。派遣選手は各
国・地域で一職種につき1名または1組（製造チーム
チャレンジは3名，メカトロニクス，移動式ロボッ
ト，造園，コンクリート施工は2名），競技時間は15
～22時間で，競技日数は4日間である。使用言語は
英語である。競技課題の理解，交渉の対応などに通
訳の同伴が選手とエキスパートのために認められて
いる。

日本は1962年スペインのヒホンで開催された大
会から参加しており，翌年のアイルランド大会の派
遣選手選考が，技能五輪全国大会を開催する契機と
なった。これまで日本では1970年の東京大会，1985

表1　技能五輪国際大会の職種（アブダビ大会）

注.（）内は第44回国際大会参加選手数。技能五輪全国大会職種
との対応：ポリメカニクス＝精密機器組立て，機械製図CAD＝
機械製図，CNC旋盤＝旋盤，CNCフライス盤＝フライス盤，溶
接＝電気溶接，試作モデル製作＝木型，貨物輸送と3Dデジタル
ゲームアートはデモ職種，*は選手を派遣しなかった職種，**は
全国大会以外で選手を選考した職種
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のモントリオール大会以降，サンパウロ大会までラ
イプチヒ大会（4位）を除き3位以内を確保してきた。
しかし，今回はこれまでの最低8位（第34回ザンク
トガレン大会）を下回り，史上最低の9位となった。
総メダル数でも9位（前大会5位），また総メダルポ
イント数でも9位（前大会6位），平均メダルポイン
トでは13位（前大会8位）と大きく後退した。ここで，
メダルポイントとは金4点，銀3点，銅2点，敢闘賞1
点として換算し合計したポイントのことである。メ
ダル獲得はその職種での選手の卓越を示すが，メダ
ルポイントは参加選手数に比例した技能の総力であ
り，その平均は参加した選手の平均的なレベルを示
しているといえる。したがって，平均メダルポイン
トが下がったことは，参加した選手全体として参加
国の中で相対的な得点が下がったことを意味してい
ると考えられる。

５．成績不振の要因

大会に参加した各職種のエキスパートからのアン
ケート結果や，総括検討委員会で指摘が多かった主
な要因を5つ挙げる。
①インフラリスト（大会組織が提供する部材，機材）

の変更，競技課題の変更，度重なるスケジュール
の変更
　ほとんどの職種でインフラリストの準備状況に
関して言えば，少なくともここ10年内で最低の
大会であったとされる。部材や機材がそろわず，
競技課題をキャンセルまた変更した職種が多数
あった。また，競技日初日の実施が不可となった
職種もあった。

②外部作成競技課題の増加
　前大会6職種から今大会28職種で外部作成競技
課題を取り入れた。事前公開とする競技課題では
公開時期が遅く訓練する時間が十分とれない職種
があった。

③競技課題の内容
　国際大会の競技課題がもともと全国大会の競技
課題と乖離している職種に限らず②の点もあり，
多くの職種で課題内容の差が広がったといえる。

4．アブダビ大会の結果

中国，ロシアの躍進，ヨーロッパ勢の活躍が印象
的であった。中国は出場を始めてから4大会目で韓
国を抜いて金メダル，またメダルの獲得数で1位と
なった（表2）。中国もロシアもそれぞれ自国での国
際大会，すなわち2021年上海大会，2019年カザン大
会の開催を控えており，国を挙げて選手強化に取り
組んでいる結果としてこの成果ありといえる。

日本選手は表1のうち（＊）を付した職種を除く
40職種に参加した。結果は金メダル3個，銀メダル2
個，銅メダル4個，敢闘賞17個であった。金メダル
獲得職種は「情報ネットワーク施工」（7連覇），「製
造チームチャレンジ」（2連覇），「メカトロニクス」
である。銀メダル獲得職種は「CNCフライス盤」，「溶
接」である。また銅メダル獲得職種は「移動式ロボッ
ト」，「自動車工」，「ITネットワークシステム管理」，

「プラスティック金型」である。金メダルの数で日
本は9位となった。前回のサンパウロ大会に比べる
と金メダルの数を2個減らし，銀メダル，銅メダル
も1個ずつ減らしてメダル総数では4個減となった。
一方，敢闘賞は全体では前回より3個増やした。前
回メダルを獲得していた職種に多い。生業系の職種
ではメダルの獲得がなかった。

アブダビ大会まで日本は33大会に出場して金メダ
ルの数で1位を8度記録している。最近では2005年の
ヘルシンキ大会，2007年の静岡大会である。1999年

表2　獲得した金メダルの数
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Delegate Assistant）と協力して，その職種のチー
フエキスパートやJP，職種競技マネージャ（SCM：
Skill Competition Manager）との交渉を行う。そ
れでも解決しないときは競技運営委員会ディレク
ターと交渉することとなる。今大会からはTDAが2
名体制となり，迅速にかつ，スムーズにトラブルに
対処できた。中央職業能力開発協会の釜石部長，常
盤次長（現 部長）のお二人には謹んで謝意を表し
たい。

7．審判長の役割

ライプチヒ大会，サンパウロ大会では技術代表が
各競技職種の審判長（JP）を割り当てられ，SMT
のメンバーとして，大会中の運営を監督する役割を
担っていた。経験豊富な技術代表の場合，複数の
JPを務める場合もある。

アブダビ大会からは，26職種で新しい制度とな
り，JPのSMTとしての役割はSCMに引き継がれ
ることとなった。他の職種は旧制度のままである。
またSMTで解決できなかったトラブルを紛争解
決と呼んでいるが，このプロセスを管理する仕事
については新しく競技運営委員会代理人（CCD：
Competition Committee Delegate）が当たることと
なった。

国際大会の優勝者は名誉を得るが，一部の国では
同時に，報奨金，兵役免除など，様々なインセンティ
ブがあり，このことが選手，エキスパートともに不
正を誘発する要因となっていることは否めない。実
際，サンパウロ大会では12件が聴聞委員会に上がっ
た紛争が，アブダビ大会では16件あったとされる。
申し立ては却下されたものもあるが，エキスパート
の追放，技術代表の権利制限，選手の得点の減点な
どが処分として起こった。

筆者の場合，サンパウロ大会では電工職種で3件
発生し対応に追われたが，今回は広告美術職種（写
真1）で，チーフエキスパートやJP，JPチームリー
ダーとの話し合いの中で解決する問題が生じたもの
の，順調に競技会を進めることができた。職種定義
の内容で，ディスカッションフォーラムできちんと

④通訳抽選制
　今大会からすべての職種において，通訳の抽選制

（不正防止のため大会4か月前にくじで担当職種を変
更する）が導入された。前大会の製造系15職種か
らすべての職種へ拡大となり，十分な事前訓練がで
きなかった職種もあった。また，専門的な知識の欠
如から，誤訳につながったケースも一部聞かれた。

⑤選手，エキスパートの対応力，適応力不足
　これまで，事前公開された課題は繰り返し練習
して技能を高めるといったものが中心であった。
外部作成課題など，実際の仕事の中で求められる
課題，それまで培った技能を問う課題に変わって
きている職種に対しては，対応力が欠如していた
のではないかという指摘が多く寄せられた。

6．技術代表の役割

技 術 代 表 は， 技 能 競 技 大 会 が 円 滑 に 行 わ れ
る よ う に， 競 技 運 営 委 員 会（CC：Competition 
Committee）や，1年に1度以上開かれる総会（GA：
General Assembly）に出席し，競技規則の改正等
を審議する委員である。競技大会が行われる年は，
開催地に大会準備週間の時も含めて2度出張する。
大会の翌年の年は総会という名前で，およそ1週間，
CCやカンファレンスなど様々な研修プログラムに
参加する。

日本チームに対しては，競技規則，運営規則，倫
理行動規定，安全衛生環境規則（HSE）など改正点
を含めて，選手，エキスパートが理解するよう努め
る責務がある。アブダビ大会からは，新人エキスパー
ト（専門家，競技委員にあたる）に対してアクセス
プログラムという研修プログラムを実施することと
され，受講の証拠書類の提出を求められた。アクセ
スプログラムにはワールドスキルズの基礎知識，競
技課題の採点方法が含まれる。

大会中のトラブル発生時には基本的に職種管理
チーム（SMT：Skill Management Team）で解決
に当たる。しかし，技術代表を呼んで欲しい，ある
いはSMTの解決案に納得できないといった場合が
起こる。その際，技術代表補佐（TDA：Technical 
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事で水平出しを間に合わせたとのことである。
その他，ホテルは選手，エキスパートともに会場

近くに配置され，サンパウロ大会のときのような，
輸送の問題はなかった。エクスカージョン（小旅行）
については選手もエキスパートも別日程で，デザー
ト（砂漠）キャンプに行った。「らくだ」での移動や，
トヨタのランドクルーザーに乗って砂漠走行を試し
た後，バイキング形式で食事をとるなど，アラブの
生活を体験した。砂漠に沈む夕日は写真の中だけで
なく参加者の心に残ったにちがいない。

意外だったのは，砂漠とは言っても海に面してお
り，湿度がかなり高いことがある。朝方，靄が出た
り，雨がぱらついたりということがあった。テント
の上に水がたまり，それがパソコンの上に落ちてく
るので養生してほしいという話もあった。地球温暖
化のせいだろうか，後日，雨の季節，降水量が増え
たとインターネットの記事で読んだ。

9．TVETユースフォーラム

アブダビ大会と並行して従前どおりカンファレン
ス（教育講演）が開かれた。さらに初めての試みと
して世界の若者を集め，職業技術教育･訓練につい
て議論するTVETユースフォーラムが2日間開催さ
れた。70か国から300人近くの若者が集った。日本
からは職業能力開発総合大学校の学生3名が参加し
貴重な体験をした。（写真2）

伝えられていなかったことが，特定の国の選手にと
り有利になるとされ問題となっていた。

審判長またSCMの他の役割には，チーフエキス
パート，副チーフエキスパートの選挙の管理がある。
条件を満たし立候補したエキスパートによる電子投
票を管理し，結果を競技運営委員会ディレクターに
報告する。今回，チーフエキスパートが再選された。

8．アブダビ大会の四方山話

終わってみればアブダビ大会は，すべての職種で
競技が実施され，何事も無かったかのようだが，実
は大変なことが起きていた。競技を行うのに必要な
部材，資材，機材のうち，大会組織が準備するもの，
すなわちインフラリストがそろっていない職種がほ
とんどであった。大会期間開始前から心配されてい
たとおりとなった。このため，現地で必死に調達し
たり，代替品にしたり，競技課題を変更するか，あ
るいは課題そのものを取りやめる職種があった。大
会初日を中止にした職種もあった。チョコレート
300ポンドだったか，ドバイに買い付けに行くとい
う話もあったし，「砂がない。」「いや砂漠にある。」

「でも運ぶ人がいない。」という笑い話のような出来
事もあった。結局，エキスパート達で解決した。

会場の設営も遅れていた。SCMやチーフエキス
パート自ら，電気配線や水周りの工事をしたという
話も聞いた。仮設テントを設営したところでは，地
面が平らでない，不陸が問題になっていた。突貫工

写真2　TVETユースフォーラムに参加した学生
（左二人目から穂高みのり氏，青木弓子氏，関根
裕太氏，左端は引率の原圭吾教授，右端は筆者）

写真1　広告美術職種の選手，エキスパート，ワーク 
　　　 ショップマネージャ等（前列右から5人目が筆者）
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⑯共有経済はどのように物を買い学ぶか，またどの
ようにキャリアを形成するかといった方法の触媒
でありうる。

⑰社会のすべての階層で起業家の精神を奨励する環
境を構築する必要があろう。

⑱ストーリーを話すこと，技能構築，戦略を練るこ
とは成功する起業の鍵であろう。

10．おわりに

アブダビ大会の参加選手数は1250名（エキシビ
ション職種を含む）で過去最高を記録した。ほとん
どの職種で選手が増加している。諸外国では職業訓
練校の生徒がほとんどで，企業からの選手が多いの
が日本チームの特徴である。現在，日本では，若年
者技能人材の確保が深刻な課題となってきている。
選手を通じて人材育成に力を入れる企業の宣伝とな
り，将来の選手も含め，技能人材の確保に国際大会
が貢献できることを願うところである。

総会で，日本は2023年大会の愛知招致を表明し，
招致活動が本格化した。愛知大会の実現を想定し，
国際大会の認知度をますます高め，技能への関心も
併せて高まることで，優秀な選手が育っていくシス
テムが構築されることを切に望んでいる。まずは，
来年開かれるロシアのカザン大会での日本選手の一
層の活躍を期待する。
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4月に募集があり，実質は7月からSkypeなどを用
いて周到に準備が進められた。ANDECではグルー
プディスカッションが行われ，その結果は以下の18
の宣言にまとめられた。

①技能教育と知識はスマートシティの成長を加速す
る。

②就労レディネスと適応力の間にバランスがあるべ
きと思う。

③適応力，創造力，柔軟性のようなスキルが明日の
革新をはぐくむ。

④多様で包括的な教育システムが幸福で寛容な社会
を築く鍵である。

⑤職業教育への認知度を高めることが幸福への入口
である。

⑥国の支援と教育改革を通じた職業技術教育への認
知度向上を強く勧める。

⑦職業技術教育のカリキュラムは環境継続のアプ
ローチを取り込み，国際標準と規則に従わなけれ
ばならない。

⑧倹約的な考え方を促進することで，より少ない消
費で，より多くの革新を行うことができる。

⑨継続的な技能に投資することが世界の環境継続性
（サステナビリティ）を確かなものにする第1歩で
ある。

⑩教育は若い世界市民のネットワークを構築するた
めのパスポートである。

⑪成功事例を推し進め，人を結び付けるための組織
やネットワークの構築を推奨する。

⑫世界の技能への要求事項と現場での教育実践を合
わせることが，社会的平等，継続性，繁栄を実現
することに役立つ。

⑬グローバル化した世界ではデータ革命が未来の技
能のためのダイナミックスキルのニーズを増すだ
ろう。

⑭ITとソフトスキルを通じた教育改革は個人が明
日のスマートインダストリーを導く力をつけるだ
ろう。

⑮生涯学習は複雑化した未来の若年技能者の基本的
な考え方である。



職業訓練教材コンクールのご案内
平成30年度（第24回）

　公共職業訓練又は認定職業訓練等において，訓練を担当する職業訓練指導員等が開発した教材のうち，その使用に
より訓練の実施効果が上がり，創意工夫にあふれ，広く関係者に普及するに足る優れたものを選定し，その成果をた
たえ，周知することによって職業訓練指導員の技術水準の向上を図り，もって職業訓練の推進とその向上に資するた
めに以下のとおり作品を募集します。

応募資格
　公共職業能力開発施設，認定職業訓練施設等において職業訓練を担当している方又は過去に担当していた方。（職業
訓練指導員免許の有無は問いません）

表　　彰
　優秀な作品には，次の賞が授与され，職業能力開発関係表彰式（平成30年11月21日開催予定）において表彰されます。
　・厚生労働大臣賞（特選・入選）
　・特別賞（（独）高齢・障害・求職者雇用支援機構理事長賞，中央職業能力開発協会会長賞）
※　入賞された方は，主催団体が編纂する出版物や電子媒体等にご寄稿をお願いいたします。
　　表彰式の様子は基盤整備センターのホームページに掲載されている「平成28年度職業訓練教材コンクール」より 
　ご確認できます。
　　　（http://www.tetras.uitec.jeed.or.jp/18kyouzai）

応募先及びお問い合わせ先
（独）高齢・障害・求職者雇用支援機構
　職業能力開発総合大学校　基盤整備センター　企画調整部　職業訓練教材整備室
　住所：〒187-0035　東京都小平市小川西町2-32-1
　TEL：042-348-5076　　　http://www.tetras.uitec.jeed.or.jp/

職業訓練に携わる皆様からの
多数のご応募をお待ちしております

応募対象
　自作教材であって，実際の職業訓練に使用しているもの，又は使用する目的で開発されたもの。

応募期間
　平成30年５月11日（金） ～ ７月31日（火）※当日消印有効

応募上の注意
　市販された教材や研究会・コンクール等ですでに発表されたものは応募できません。
　また，小包郵便として扱われる範囲（長さ・幅・厚さの合計が1.7ｍ以内で重量30㎏まで）を超えるもの及びプログ
ラム等動作環境が限定されるものの応募については，事前に応募先まで問い合わせてください。
　なお，応募にあたりましては，基盤整備センターのホームページに掲載している「平成30年度職業訓練教材コンクー
ル実施要領」をご確認ください。
　（http://www.tetras.uitec.jeed.or.jp/18kyouzai）

応募方法
　作品には「教材応募作品説明書」（様式は上記ＵＲＬからダウンロードしてください。）を必ず添付して，職業能力
開発総合大学校基盤整備センター企画調整部職業訓練教材整備室（〒187-0035 東京都小平市小川西2-32-1　TEL042-
348-5076）あてに応募してください。
　なお，受賞作品の返却については，「平成30年度職業訓練教材コンクール実施要領」の項目7，8でご確認ください。また，
非受賞作品については，一律で，応募者の費用負担により，主催団体から応募者に返却します。
　※　本コンクールに応募された方の個人情報は，厳正に取り扱い，当コンクール以外では使用いたしません。ただし，
　　　応募された教材については，主催団体で編集を行っている雑誌や電子媒体等に掲載される場合があります。



お知らせ

平成31年
｢技能と技術｣ 誌表紙デザイン募集のご案内

【趣　　旨】
　「技能と技術」誌は，職業能力開発担当者相互の交流と業務の充実発展に資
するため，職業能力開発技術誌として編集し，基盤整備センターホームページ

（http://www.tetras.uitec.jeed.or.jp/）において電子書籍として掲載しています。
　本誌に対する意識の高揚とデザイン教育訓練の振興に寄与することを目的と
して，本誌表紙デザインを募集します。

【応募対象】
　全国の職業能力開発施設および大学，工業高校，専門学校等でデザイン系の
訓練科・学科に所属している者

【応募締切】
　平成30年9月7日（金）必着

【応募方法】
　応募用紙 および 応募作品 を下記応募先に送付してください。
　応募作品については，紙媒体と電子媒体の両方での提出をお願いします。
　一施設から複数名の応募がある場合は，施設でまとめて送付してください。

◇記述内容（右図参照）
　応募用紙には，氏名，所属先，連絡先，作品コンセプトを記述してください。
　応募作品の表には，コンセプト，デザインを記載してください。
　応募作品の裏には，氏名，所属先を紙面上部に記述してください。
◇大きさ
　A4判用紙を縦に使用し，デザインの大きさは，170mm×170mmとします。
◇色
　黒1色（本誌の表紙として使用する際は，各号ごとに色を変えます。）

　デザインは未発表のものとし，作品中に文字や写真，第三者が著作権を保有
するイラスト，キャラクターは使用できません。また，応募作品は一人1点ま
でとします。なお，応募された作品は返却しません。
　入選作品の著作権は職業能力開発総合大学校に帰属します。

【応 募 先】
〒187-0035　東京都小平市小川西町2-32-1

職業能力開発総合大学校　基盤整備センター　企画調整部企画調整課
｢技能と技術｣ 誌表紙デザイン募集　係

TEL 042-348-5075　　FAX 042-348-5098

【表　　彰】
　最優秀作（１点）…　賞状及び副賞
　優 秀  作（２点）…　賞状及び副賞
　佳　　 作（数点）…　賞状及び副賞

　最優秀作品は本誌の表紙に1年間採用します。
　優秀作品はポスターデザイン等に採用させていただく場合があります。

【発　　表】
　本誌2018年4号（12月掲載）に入選作品を発表します。
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原稿募集のお知らせ
　「技能と技術」誌では職業訓練やものづくりにかかわる以下のような幅広いテーマで原稿
を募集しています。執筆に関してのご相談はfukyu@uitec.ac.jpまでお寄せください。また、
記事に関するご意見やご感想もお待ちしております。

実践報告

技術情報

技術解説

教材開発・教材情報

海外情報・海外技術協力

企業の訓練

ずいそう・雑感・声・短信・体験記

実験ノート・研究ノート

伝統工芸

調査報告・研究報告

各訓練施設における各種訓練コース開発、カリキュラム開発、訓練方法、指導法、評価
法等の実践の報告

技術的に新しい内容で訓練の実施に有用な情報

各種訓練の応用に活かすための基礎的な技術を解説

各訓練コースで使用される教材開発の報告、教材に関する情報

諸外国の一般情報、海外訓練施設での訓練実践、教材等の情報

企業の教育訓練理念、体系、訓練内容、教材、訓練実践を紹介

紀行文、所感、随筆、施設状況等各種

各種の試験・実験・研究等で訓練に有用な報告、研究資料

伝統工芸を伝承するための技能や人物を紹介

社会情勢や動向を調査・研究し、能力開発業務に関わる部分の考察をした報告



編 集 後 記

　昨年度に引き続き，編集を担当させていただくことになりました。これまでの経験を生か
し，充実した紙面となるよう努めて参りますので，どうぞよろしくお願いいたします。
　さて，今号の特集は，「就職支援の取り組み」についてでした。職業大の二又氏には，平
成28年度まで在籍されていたポリテクセンター関西における「女性受講者を対象とした就職
支援の取り組み」を例に，その意義と課題について投稿いただきました。また，ポリテクセ
ンター岡山の西尾氏，旭氏には，平成27年度職業能力開発論文コンクールにおいて厚生労働
大臣賞（入選）を受賞された論文の内容も含め，直近までの取り組みについて投稿いただき
ました。就職支援の取り組みには苦労が多いと思いますが，その分，学べることも多く，そ
して喜びもあります。今回の特集が皆様の取り組みの参考になれば幸いです。
　特集以外では，ポリテクセンター兵庫の德永氏には，機構・県・工業会の三者連携による
訓練コースの実施について投稿いただきました。都道府県の職業能力開発校との連携は，思
いはあっても実現できていない場合が多いのではないでしょうか？ともに職業訓練にかか
わっているわけですから，このような取り組みは，ぜひとも全国に波及してほしいですね。
また，本年3月まで職業大基盤整備センターの開発部長としてご尽力いただきました垣本氏
には，平成29年10月14日から10月19日にかけてアラブ首長国連邦・アブダビにて開催された
技能五輪国際大会について投稿いただきました。気軽には行くことのできない国際大会の様
子を垣間見ることのできる，大変興味深い記事となっています。次号以降でも技能五輪国際
大会に関する記事の掲載を予定しておりますので，どうぞご期待ください！
　次号の特集は，「障害者に対する職業訓練」です。障害者に対する職業訓練の実施におけ
る工夫・改善，就職支援の取り組みなどを紹介させていただく予定です。まだまだ投稿を受
け付けておりますので，「このような内容でも投稿できるのかな？」と思っている方，まず
は本誌編集事務局までご相談ください。ご投稿をお待ちしております！
　最後になりますが，「平成30年度職業訓練教材コンクール」の募集が開始されましたので，
今号に案内を掲載しました。皆様の積極的なご応募をお待ちしております！�【編集　鎌田】
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